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第 1章 序論 
 
第 1節 研究背景・目的 
 
 鉄筋コンクリート造柱梁接合部の耐震設計においては、接合部に損傷が集中しないこと、梁部材が曲げ理
論による剛性と強度を確実に発揮することが求められる。従来の設計法の多くでは、柱梁接合部の入力せん断
力をせん断強度以下とすることで柱梁接合部の損傷が制御する。しかし、柱梁接合部内破壊は、せん断力抵抗
機構が健全に保持されたままで、柱梁接合部内で通し主筋の引張降伏や主筋の弾性変形の増大が発生し、柱梁
接合部内でコンクリートのひび割れが拡大して、柱梁接合部の変形が増大し、損傷の集中が起こることが実験
で観測された。そして、柱梁接合部パネルの新しい破壊機構モデルとそれに基づく耐震設計手法を提案された。
柱と梁の曲げ終局耐力の値が近い場合、すなわち梁曲げ終局耐力に対する柱曲げ終局耐力の比が 1.0 に近い場
合には、梁曲げ終局時接合部入力せん断力に対する接合部せん断終局耐力の比が 1.0 以上でも柱梁接合部内で
柱主筋と梁主筋の両方が引張り降伏し最大耐力に達することが指摘されている。また、接合部曲げ破壊が先行
するときの最大耐力は梁曲げ終局耐力の計算値より低い場合が多いため、RC 造では内部（十字形）および外
部（ト形）柱梁接合部を対象とした終局モーメントの算定法が提案された。 
 
一方、各部材が一体となっており部材交換が不可能な RC 造に対して、付着の無いアンボンド PC 鋼材をプ
レキャスト RC 柱および梁部材に貫通して配筋し、その PC 鋼材を緊張して両者を一体化する圧着工法（アン
ボンド・プレキャスト・プレストレストコンクリート圧着工法）は、震災後に損傷した部材を比較的簡易に交
換でき、部材損傷をその端部に集中させることで損傷制御が可能である。アンボンドの PC 鋼材を梁部材に通
して圧着接合したプレキャスト・プレストレストコンクリート（PCaPC）骨組の柱梁接合部降伏破壊について
はわずかに実験研究があるものの、アンボンド PCaPC 骨組の設計に必要な柱梁接合部の曲げ終局耐力の評価
法は明確に示されていない。 
 
そこで、本研究では RC 骨組においての柱梁接合部の 9 自由度モデルを参考に、柱梁接合部パネルに分配し
た応力が対称でない一般的な場合を想定して、アンボンド PCaPC 骨組における柱梁接合部の曲げ終局モーメ
ントの算定式を導き、既往研究の実験結果と比較して、その妥当性を検証した。 
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第 2節 塩原・楠原理論 
 
 アンボンド PCaPC 造柱梁接合部の終局状態を対象とした既往研究は多くなくため、東大の塩原先生らが執筆した
鉄筋コンクリート構造における接合部曲げ破壊に着目した柱梁接合部の部分架構に関する研究を大いに参考した。
以下に本研究で特に参考にした鉄筋コンクリート造平面十字形及び平面ト形柱梁接合部における接合部曲げ破壊に
関する既往研究の概要を示す。 
 
 第 1項 平面十字形柱梁接合部 
 
柱梁接合部の応力と変形に関する従来の考え方 
 
従来の研究では、水平力を受ける鉄筋コンクリート柱梁接合部は、部材端から入力する曲げモーメントによ
り内部に過大なせん断力が生じるために、柱梁接合部がせん断破壊を起こすという仮説に基づいて接合部の性
能を確保する力学モデル（図 1-2-1）が提案された。柱梁接合部内ではせん断ひずみが一様に生じると想定し
たものが多く、接合部の変形を表すパラメータはせん断変形角 γである。この力学モデルは単純で扱いやすい
が、接合部の変形を表すパラメータが不足であり、接合部内部の変位と応力を、部材端部に生じる変位や応力
の連続条件を満たすようにすることが難しい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
柱梁接合部の 9自由度モデル 
 
塩原等 5)は、接合部パネルに生じるひび割れとひずみ分布に基づく変形機構と破壊機構を示す 9 自由度モデ
ルを提案された（図 1-2-2）。柱梁接合部は、柱端部と梁端部の拘束により変形しにくい 4 枚の剛板に囲まれ
た領域内での変形としてモデル化する。接合部には主として柱端および梁端の回転により変形が生じ、接合部
パネルの中央では直交する対角方向のうち一方向では部材端同士が遠ざかり、他方では近づく。また、接合部
パネルのコーナー付近のうち 2 箇所では部材端同士は遠ざかり、他の 2 箇所では部材端同士は近づく。その結
果、部材端同士が遠ざかる方向では引張ひずみによりひび割れが生じる。一方、部材端同士が近づく方向では
圧縮ひずみが生じることになる。その結果、ひび割れを横切る位置では鉄筋のひずみが増大し、やがて降伏す
図 1-2-1 柱梁接合部の変形に関する 1自由度モデル 図 1-2-2 柱梁接合部の変形に関する 9自由度モデル 
第 1章 序論 
1－3 
る。また、コンクリートの圧縮力が大きくなれば、圧壊が生じることになる。 
 
柱梁接合部の終局モーメント 
 
楠原、塩原ら 3)は、主筋を横切る柱梁の通し主筋や接合部内の補強筋に引張力が再分配され、応力伝達機構
が変化し、やがて柱梁接合部が終局状態に達する時のモーメントを柱梁接合部の終局モーメントと定義した。
力の釣合い条件と、終局時のコンクリートの破壊条件と鉄筋の降伏条件を考慮して、柱梁接合部の終局モーメ
ントの数式表現を示した。 
柱梁接合部モーメントは、部材せい、主筋量、鉄筋の材料強度、主筋の間隔比の影響が主要因子であり、さ
らに、終局モーメントは、柱梁接合部に働く軸力や部材端から接合部に作用するせん断力によっても変動する
ことを示した。曲げ降伏先行型で設計される柱梁接合部において、柱梁接合部の終局曲げモーメントは柱の梁
に対する曲げ強度の余裕度の増加、接合部内横補強筋量による面内拘束、直交梁主筋のダウエル効果による面
内拘束によっても増大することを示し、これらの効果は加算される性質があり、柱梁から接合部に作用する軸
力と等価な効果を有することが示された。提案された理論式を、柱梁接合部が柱と梁の主筋が降伏すると同時
に接合部破壊が始まる現象が見られた試験体に適用して、最大強度が実験結果と良く一致することが示され、
理論の妥当性が検証された。 
 
梁曲げ降伏型の柱梁接合部の耐震設計 
 
塩原等 7)は、柱梁接合部架構の終局強度の予測法と、柱梁接合部への損傷の集中を防ぐための定量的な設計
条件を提案する。柱梁接合部の曲げ終局モーメントと、梁の危険断面の曲げ終局モーメントに達するときの節
点モーメントと比較することにより、柱梁接合部の損傷集中の判別方法を提案した。接合部損傷増大を防止す
るためには、柱梁曲げ耐力比と主筋間距離比が主要な要因であること、接合部損傷中が起こる場合の架構の強
度は梁断面の曲げ終局強度に基づいて推定される強度を下回ることがあることを示した。この場合には、先行
降伏する部材端における主筋降伏を契機として接合部変形が増大し、柱主筋の引張応力が曲げ理論値を超えて
増大し柱主筋降伏が生じてそれに伴い接合部の変形が増大するものとした。 
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 第 2項 平面ト形柱梁接合部 
 
楠原、塩原ら 4)は、9 自由度モデルと呼ばれる柱梁接合部の力学モデルをト形接合部に適用し、ト形接合部
の実験の観察に基づいたト形接合部の変形機構を仮定し、十字形接合部の終局モーメント算定式と同様に種々
の設計因子に関わる数値を直接入力できる形でト形接合部の終局モーメントの定式化を行う。ト形柱梁接合部
の終局時の変形機構を仮定し、柱梁接合部の曲げモーメント抵抗機構に基づいた終局モーメントの算定法を示
した。算定法は梁、柱および接合部の設計因子を直接取り込んだ定式化がなされ、実験結果との比較により現
行の設計法では考慮されていない柱梁曲げ強度比などの影響を定量的に評価できるものであることが示され
た。 
・ 梁主筋の定着長さが小さい場合に横補強筋の降伏により梁主筋が抜け出してくる掻き出し破壊の強度の
算定も本論文と同様のモデル化により可能と考えられ、定式化を今後進めていきたい。 
・ 接合部の終局強度算定法の既往の多くの実験結果トの比較による検証や、設計法の構築に必要な柱梁接合
部の耐震性能に及ぼす設計因子の影響の分析、分析結果の実験結果との比較による検証、実務に供するこ
とのできるように算定法の簡略化等は今後の課題である。 
 
柱梁接合部の変形機構 
 
 ト形接合部のひび割れ状況は、まず接合部の引張側の入隅部からのひび割れが生じ、この入隅部から生じた
ひび割れが梁、柱主筋が交差する位置から柱、梁主筋に沿って伸展する。その後、梁の主筋の定着端と圧縮側
の入隅部を結ぶ向きに斜めひび割れが生じる。また、柱端の梁フェースから離れた位置から梁主筋の定着端に
向かう斜めひび割れが生じる。 
 ここで、十字形柱梁接合部の破壊機構からのアナロジーにより、接合部の 4 つの辺のうち、上下の柱と梁が
それぞれ並進および回転の自由度を持つと考える。梁がとりついてない梁の軸力の反力のみが作用する柱の柱
梁接合部の自由面側の部分は、図 1-2-3のように下柱に従属して変形するものとする。従って、ト形接合部で
は 6 つの独立な自由度を扱うことになる。ト形接合部の実験で観察される事実と柱梁接合部が有する変形自由
度の仮定により、ト形接合部の終局時の変形機構を図 1-2-4のように仮定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-2-3 ト形接合部の自由度モデル 図 1-2-4 ト形接合部の変形機構 
(a) 変形機構Ⅰ (b) 変形機構Ⅱ 
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第 2章 柱梁接合部曲げ終局モーメント算定法 
 
第 1節 共通事項 
 
 本章では塩原・楠原理論を参考にアンボンド PCaPC 造柱梁接合部終局モーメントの算定法を提案した。ア
ンボンド PCaPC 造柱梁接合部内で柱引張主筋、接合部横補強筋および柱中段筋がすべて降伏し、PC 鋼材が弾
性限界に達して接合部は終局状態となるとし、その時の柱梁接合部の抵抗モーメントを終局モーメント𝑀𝑗𝑢と
仮定した。 
なお、接合部の抵抗モーメントの算出にあたって簡単なように、コンクリートの圧縮応力度分布のモデルに
は簡便な ACI のストレスブロックを使用した。ストレスブロック係数は次式を用いた。 
 
 𝑘1 = 0.85   (𝜎𝐵 < 28 𝑁 𝑚𝑚
2⁄ ) 
 𝑘1 = 0.85 − 0.05 ×
𝜎𝐵−28
7
   (56 ≥ 𝜎𝐵 ≥ 28 𝑁 𝑚𝑚
2⁄ ) 
 𝑘1 ≥ 0.65   (𝜎𝐵 > 56 𝑁 𝑚𝑚
2⁄ ) 
 𝑘2 = 0.5𝑘1 
 𝑘3 = 0.85 
 
 アンボンド PCaPC 造の梁に貫通する PC 鋼材は付着力がないため、十字形接合部を検討する時、左梁と右
梁中の PC 鋼材の応力が同一である。また、梁上側と下側に配置した PC 鋼材は、断面積及び梁のコンクリー
ト縁までの距離が異なるため、弾性限界までの応力が異なると仮定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
図 2-1-1 柱梁接合部内 PC鋼材の応力 
（a） 十字形接合部 （b） ト形接合部 
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第 2節 平面十字形接合部 
 
 第 1項 力学モデル 
 
 鉄筋コンクリート造において、柱、梁端からモーメントが作用する接合部では、接合部内で梁主筋および柱
主筋が引張降伏して破壊する接合部曲げ破壊という変形機構が存在することが塩原の研究により確認されて
いる。その変形機構に適合するために、柱および梁端と接する接合部の 4 つの辺が並進と回転の自由度を持っ
て変形するとする 9 自由度モデル（図 2-2-1）を提案した。 
9 自由度モデルを基づいて、アンボンド PCaPC 構造平面十字形接合部の変形機構は図 2-2-2 に示す。塩原
理論と同様に接合部パネルの対角線を仮想断面とし、仮想断面により分割された 4 つのフリーボディの応力
分布を考える。図 2-2-2のような変形機構を想定すると、仮想断面を横切る鉄筋およびコンクリートの応力は
図 2-2-3のように分布すると考える。鉄筋はダボ作用を無視し軸応力のみが生じるとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2-1 柱梁接合部 9自由度モデル 
図 2-2-3 仮想断面上の応力分布 
：PC鋼材の応力 
 
：鉄筋の応力 
 
：コンクリートの応力 
図 2-2-2 十字形柱梁接合部変形機構 
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第 2項 仮想断面上の応力分布 
 
 上下の柱および左右の梁に作用する応力の分布は材軸の交点に対して点対称ではない一般的な場合を考える。図 2-2-4は柱梁接合部に働く軸力および
せん断力を示す。𝑁𝑏、𝑁𝑐は梁、柱の軸力であり、𝑉𝑏、𝑉𝑐は梁、柱のせん断力である。図 2-2-5は仮想断面に分配して作用する軸力およびせん断力を示す。
𝑁𝑏1、𝑁𝑏2、𝑁𝑏3、𝑁𝑏4および𝑁𝑐1、𝑁𝑐2、𝑁𝑐3、𝑁𝑐4は梁および柱軸力をそれぞれの仮想断面に分配した力である。𝑉𝑏1、𝑉𝑏2、𝑉𝑏3、𝑉𝑏4および𝑉𝑐1、𝑉𝑐2、𝑉𝑐3、𝑉𝑐4は梁お
よび柱せん断力をそれぞれの仮想断面に分配した力である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2-4 柱梁接合部に働く外力 
𝑁𝑏 
 
 
 
𝑉𝑏 𝑁𝑏 
𝑉𝑏 
𝑉𝑐 
𝑉𝑐 
𝑁𝑐 
𝑁𝑐 
図 2-2-5 仮想断面に分配した外力 
𝑉𝑐1 
𝑁𝑐1 𝑉𝑏1 
𝑁𝑏1 
𝑉𝑏2 
𝑁𝑏2 
𝑉𝑐4 
𝑁𝑐4 
𝑉𝑐3 
𝑁𝑐3 
𝑁𝑐2 
𝑉𝑐2 
𝑁𝑏4 
𝑉𝑏4 
𝑉𝑏3 
𝑁𝑏3 
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 図 2-2-6は柱梁接合部の仮想断面上の応力分布を示す。𝐶1𝑥、𝐶1𝑦、𝐶3𝑥、𝐶3𝑦は接合部パネル中央のコンクリ
ート応力であり、𝐶2𝑥、𝐶2𝑦、𝐶4𝑥、𝐶4𝑦は接合部パネル入隅部のコンクリート応力である。𝑇𝑏1、𝑇𝑏2は梁断面内
の上下 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐1、𝑇𝑐3は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐2、𝑇𝑐4は柱の圧縮側主筋の応力である。𝑇ℎ、
𝑇𝑚は材軸に作用する接合部横補強筋、柱中段筋の合力である。接合部横補強筋および柱中段筋のそれぞれの
合力が各仮想断面における応力は材軸に対称とした位置で1 2⁄ ずつ分配することを仮定した。各フリーボディ
仮想断面における力の釣り合い条件に従って、コンクリート応力と鉄筋および PC 鋼材の応力の関係は以下の
ように成り立つ。 
 
  𝐶1𝑥 = 𝑇𝑏1 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏1 − 𝑉𝑐1 
  𝐶1𝑦 = 𝑇𝑐1 +
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐1 − 𝑉𝑏1 
  𝐶2𝑥 = 𝑇𝑏1 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏4 + 𝑉𝑐2 
  𝐶2𝑦 = 𝑇𝑐2 +
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2 + 𝑉𝑏4 
  𝐶3𝑥 = 𝑇𝑏2 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏3 − 𝑉𝑐3 
 𝐶3𝑦 = 𝑇𝑐3 +
1
2
𝑇𝑚 + 𝑁𝑐3 − 𝑉𝑏3 
  𝐶4𝑥 = 𝑇𝑏2 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏2 + 𝑉𝑐4 
 𝐶4𝑦 = 𝑇𝑐4 +
1
2
𝑇𝑚 + 𝑁𝑐4 + 𝑉𝑏2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) コンクリートの応力 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝑪𝟐 
𝑪𝟏 
𝑪𝟏 
𝑪𝟒 
𝑪𝟒 
𝑪𝟐 
𝑪𝟑 
𝑪𝟑 
(2-2-1) 
(2-2-2) 
(2-2-3) 
(2-2-4) 
(2-2-5) 
(2-2-6) 
(2-2-7) 
(2-2-8) 
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(b) 鉄筋および PC鋼材の応力 
𝑇𝑏1 𝑇𝑏1 
𝑇𝑐1 𝑇𝑐2 
𝑇𝑚 
𝑇ℎ 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐1 
𝑇𝑐4 
𝑇ℎ 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑐2 
𝑇𝑐3 
𝑇𝑚 
𝑇𝑐4 𝑇𝑐3 
𝑇𝑏2 𝑇𝑏2 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇𝑚 
図 2-2-6 仮想断面に生じる応力 
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 図 2-2-7は右梁の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリー
ト応力である。𝑇𝑏1、𝑇𝑏2は梁断面内の上下 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐1は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐4は柱の圧縮側主筋の応力である。右梁フリーボディにお
ける力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 𝐶1𝑥 + 𝐶4𝑥 + 𝑉𝑐1 − 𝑇𝑏1 − 𝑇𝑏2 − 𝑇ℎ − 𝑁𝑏1 − 𝑁𝑏2 − 𝑉𝑐4 = 0 
〈鉛直方向〉 
 𝐶4𝑦 + 𝑇𝑐1 + 𝑁𝑐1 − 𝐶1𝑦 − 𝑇𝑐4 − 𝑉𝑏1 − 𝑉𝑏2 − 𝑁𝑐4 = 0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 2-2-7 仮想断面に生じる応力（右梁） 
𝐶1𝑥 
(a) 分配した軸力とせん断力 
𝑁𝑐1  
 
𝑁𝑏1 
𝑉𝑏1 
 
𝑉𝑐1  
 
𝑁𝑏2 
𝑉𝑐4  
 
𝑉𝑏2 
 
𝑁𝑐4  
 
(b) PC鋼材および鉄筋の応力 
 
𝑇𝑐1 
 
1
2
𝑇𝑚 
 
𝑇𝑏1 
 
1
2
𝑇ℎ 
 
𝑇𝑏2 
 
𝑇𝑐4 
 1
2
𝑇𝑚 
 
1
2
𝑇ℎ 
 
(c) コンクリートの応力 
 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
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図 2-2-図 2-2-8 仮想断面に生じる応力（上
柱） 
(a) 分配した軸力とせん断力 
 
𝑉𝑐1 
 
𝑁𝑏1 
 
𝑉𝑏1 
 
𝑁𝑐1 
 
𝑁𝑐2 
 
𝑉𝑏4 
 
𝑉𝑐2 
 
𝑁𝑏4 
 
(b) PC鋼材および鉄筋の応力 
1
2
𝑇𝑚 
 
𝑇𝑐2 
 
𝑇𝑐1 
 
𝑇𝑏1 
 
𝑇𝑏1 
 
1
2
𝑇ℎ 
 
1
2
𝑇ℎ 
 
1
2
𝑇𝑚 
 
(c) コンクリートの応力 
𝐶2𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
 
 図 2-2-8は上柱の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリー
ト応力である。𝑇𝑏1は梁断面内の上側 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐1は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐2は柱の圧縮側主筋の応力である。上柱フリーボディにおける
力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 𝐶2𝑥 − 𝐶1𝑥 − 𝑉𝑐1 − 𝑉𝑐2 − 𝑁𝑏4 + 𝑁𝑏1 = 0 
〈鉛直方向〉 
 𝐶2𝑦 + 𝐶1𝑦 − 𝑉𝑏4 + 𝑉𝑏1 − 𝑁𝑐2 − 𝑁𝑐1 − 𝑇𝑚 − 𝑇𝑐1 − 𝑇𝑐2 = 0 
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図 2-2-9は左梁の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリー
ト応力である。𝑇𝑏1、𝑇𝑏2は梁断面内の上下 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐3は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐2は柱の圧縮側主筋の応力である。左梁フリーボディにお
ける力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 −𝐶2𝑥 − 𝐶3𝑥 + 𝑉𝑐2 − 𝑉𝑐3 + 𝑁𝑏4 + 𝑁𝑏3 + 𝑇𝑏1 + 𝑇𝑏2 + 𝑇ℎ = 0 
〈鉛直方向〉 
 𝐶3𝑦 − 𝐶2𝑦 + 𝑉𝑏4 + 𝑉𝑏3 − 𝑁𝑐3 + 𝑁𝑐2 + 𝑇𝑐2 − 𝑇𝑐3 = 0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
(c) コンクリートの応力 
 図 2-2-9 仮想断面に生じる応力（左梁） 
(a) 分配した軸力とせん断力 
 
𝑉𝑏4 𝑁𝑐2 
𝑉𝑐2 
𝑁𝑏4 
𝑉𝑐3 
𝑁𝑏3 
𝑁𝑐3 𝑉𝑏3 
(b) PC鋼材および鉄筋の応力 
 
𝑇𝑐2 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇ℎ 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐3 
𝐶2𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇ℎ 
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図 2-2-10 は下柱の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリ
ート応力である。𝑇𝑏2は梁断面内の下側 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐3は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐4は柱の圧縮側主筋の応力である。下柱フリーボディにおけ
る力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 𝐶3𝑥 − 𝐶4𝑥 + 𝑉𝑐3 + 𝑉𝑐4 + 𝑁𝑏2 − 𝑁𝑏3 = 0 
〈鉛直方向〉 
 −𝐶3𝑦 − 𝐶4𝑦 − 𝑉𝑏3 + 𝑉𝑏2 + 𝑁𝑐3 + 𝑁𝑐4 + 𝑇𝑐3 + 𝑇𝑐4 + 𝑇𝑚 = 0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2-10 仮想断面に生じる応力（下柱） 
 
(a) 分配した軸力とせん断力 
 
𝑁𝑐3 𝑉𝑏3 
𝑁𝑏3 
𝑉𝑐3 
𝑁𝑐4 𝑉𝑏2 
𝑁𝑏2 
𝑉𝑐4 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇ℎ 
𝑇𝑏2 𝑇𝑏2 
𝑇𝑐3 𝑇𝑐4 
(b) PC鋼材および鉄筋の応力 
 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇𝑚 
𝐶3𝑦 
(c) コンクリートの応力 
 
𝐶3𝑥 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
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第 3項 コンクリート応力の作用位置 
 
 柱の引張側主筋と接合部パネル中央部のコンクリートの応力、圧縮側主筋と接合部パネル入隅部のコンク
リートの応力のそれぞれの応力中心間距離および梁の PC 鋼材と接合部パネル中央部のコンクリート応力、接
合部パネル入隅部のコンクリート応力のそれぞれの応力中心間距離は図 2-2-11 のようになる。コンクリート
圧縮ゾーンにおける圧縮力の分布形状は ACI ストレスブロックの考え方を使う。ストレスブロックの応力の
幅は圧縮ゾーンの大きさの𝑘1倍、高さは圧縮ゾーンの大きさの𝑘3倍として応力の作用位置を求める。 
 分配した軸力およびせん断力はコンクリートの応力と同様な位置でそれぞれ仮想断面の上に作用する。接
合部パネル中央部及び入隅部に作用するコンクリート応力と材軸との間の距離が𝑗1、𝑗2、𝑗3、𝑗4、𝑗5、𝑗6、𝑗7、𝑗8
で表される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2章 柱梁接合部曲げ終局モーメント算定法 
 
2－11 
𝑑𝑡1 
𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝐷𝑐 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2-11 コンクリート応力作用位置（接合部全体） 
𝑗4 
𝑗2𝑦 𝑗3 𝑗1𝑦 
𝐶1 
𝐶1 
𝐶2 
𝐶2 
𝐶3 
𝐶3 
𝐶4 
𝐶4 
𝑗1𝑥 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗4𝑥 
𝑗4𝑦 
𝑗8 
𝑗7 𝑗3𝑦 
𝑗5 
𝑗2𝑥 
𝑗6 
𝑗3𝑥 
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 図 2-2-12 は右梁のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗1、𝑗2はコンクリート応力と梁材軸の距離である。
𝑗1𝑥、𝑗4𝑥はコンクリート応力と梁の PC 鋼材の距離である。𝑑𝑡1、𝑑𝑡2は梁の PC 鋼材と梁のコンクリート縁まで
の距離である。𝐷𝑏は梁せいである。𝐶1𝑥、𝐶1𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。
𝐶4𝑥、𝐶4𝑦は接合部入隅部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、
𝑗1、𝑗2、𝑗1𝑥、𝑗4𝑥が式(2-2-9)～(2-2-12)のように求める。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  𝑗1 =
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝐶4𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+𝑇ℎ2 +𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
  
 𝑗2 =
1
2
𝐶1𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑏1+𝑇ℎ1+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 𝑗1𝑥 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝐶1𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡1 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡1 
   𝑗4𝑥 = 𝑑𝑡2 −
1
2
𝐶4𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
= 𝑑𝑡2 −
𝑇𝑏2 +
1
2 𝑇ℎ + 𝑁𝑏2 + 𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2-12 コンクリート応力作用位置（右梁） 
𝐶4𝑦 
𝑗4𝑥 𝑗1 𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 2⁄  
𝑗1𝑥 
𝑗2 
𝑑𝑡1 
𝐷𝑏 2⁄  
𝐶4 
𝐶4𝑥 
𝐶1 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
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 図 2-2-13 は上柱のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗3、𝑗4はコンクリート応力と柱の材軸の距離であ
る。𝑗1𝑦、𝑗2𝑦はコンクリート応力と柱主筋の距離である。𝑔𝑐は柱主筋間距離比である。𝐷𝑐は柱せいである。𝐶1𝑥、
𝐶1𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。𝐶2𝑥、𝐶2𝑦は接合部入隅部コンクリート
の応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、𝑗3、𝑗4、𝑗1𝑦、𝑗2𝑦が式(2-2-13)～(2-2-
16)のように求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝑗3 =
1
2
𝐶1𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑐1+𝑇𝑚1+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗4 =
1
2
𝐷𝑐 −
1
2
𝐶2𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
  𝑗1𝑦 =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶1𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐1 +
1
2 𝑇𝑚+𝑁𝑐1 − 𝑉𝑏1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 𝑗2𝑦 =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶2𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 
 
 
 
 
 
図 2-2-13 コンクリート応力作用位置（上柱） 
𝐷𝑐 
𝑗1𝑦 𝑗2𝑦 
𝑗3 𝑗4 
𝐶1 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶2 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
(2-2-13) 
(2-2-14) 
(2-2-15) 
(2-2-16) 
第 2章 柱梁接合部曲げ終局モーメント算定法 
 
2－14 
 
 図 2-2-14は左梁のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗5、𝑗6はコンクリート応力と梁材軸の距離である。
𝑗2𝑥、𝑗3𝑥はコンクリート応力と梁の PC 鋼材の距離である。𝑑𝑡1、𝑑𝑡2は梁の PC 鋼材と梁のコンクリート縁まで
の距離である。𝐷𝑏は梁せいである。𝐶3𝑥、𝐶3𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。
𝐶2𝑥、𝐶2𝑦は接合部入隅部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、
𝑗5、𝑗6、𝑗2𝑥、𝑗3𝑥が式(2-2-17)～(2-2-20)のように求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝑗5 =
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝐶2𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗6 =
1
2
𝐶3𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 𝑗2𝑥 = 𝑑𝑡1 −
1
2
𝐶2𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
= 𝑑𝑡1 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗3𝑥 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝐶3𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡2 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡2 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2-14 コンクリート応力作用位置（左梁） 
𝐷𝑏 2⁄  
𝐷𝑏 2⁄  
𝑑𝑡1 
𝑑𝑡2 
𝑗5 
𝑗6 
𝑗3𝑥 
𝑗2𝑥 
𝐶2 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶3 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
(2-2-17) 
(2-2-18) 
(2-2-19) 
(2-2-20) 
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 図 2-2-15 は下柱のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗7、𝑗8はコンクリート応力と柱の材軸の距離であ
る。𝑗3𝑦、𝑗4𝑦はコンクリート応力と柱主筋の距離である。𝑔𝑐は柱主筋間距離比である。𝐷𝑐は柱せいである。𝐶3𝑥、
𝐶3𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。𝐶4𝑥、𝐶4𝑦は接合部入隅部コンクリート
の応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、𝑗7、𝑗8、𝑗3𝑦、𝑗4𝑦が式(2-2-21)～(2-2-
24)のように求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝑗7 =
1
2
𝐶3𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗8 =
1
2
𝐷𝑐 −
1
2
𝐶4𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 𝑗3𝑦 =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶3𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 𝑗4𝑦 =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶4𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4++
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 
 
 
 
 
図 2-2-15 コンクリート応力作用位置（下柱） 
𝐶3 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶4 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝑗4𝑦 𝑗3𝑦 
𝑗7 𝑗8 
𝐷𝑐 
(2-2-21) 
(2-2-22) 
(2-2-23) 
(2-2-24) 
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第 4項 接合部の抵抗モーメント 
 
 仮想断面に生じている鉄筋及びコンクリートの応力による接合部の中心まわりのモーメントが外力モーメ
ントと釣り合っており、すなわち接合部の抵抗モーメントである。 
 接合部の横補強筋および柱中段筋がなく、軸力、せん断力は作用せず、外力としてはモーメントだけが作用
する場合、接合部では𝐶1𝑥と𝑇𝑏1、𝐶1𝑦と𝑇𝑐1、𝐶2𝑥と𝑇𝑏1、𝐶2𝑦と𝑇𝑐2、𝐶3𝑥と𝑇𝑏2、𝐶3𝑦と𝑇𝑐3、𝐶4𝑥と𝑇𝑏2、𝐶4𝑦と𝑇𝑐4がそ
れぞれ偶力となり、接合部の抵抗モーメントは 8 組の偶力によるモーメントの和とする。 
 
  𝑀𝑗𝑜 = 𝑇𝑏1𝑗1𝑥 + 𝑇𝑐1𝑗1𝑦 + 𝑇𝑏1𝑗2𝑥 + 𝑇𝑐2𝑗2𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗3𝑥 + 𝑇𝑐3𝑗3𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗4𝑥 + 𝑇𝑐4𝑗4𝑦 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
𝑗4𝑦 𝑗3𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗1𝑦 𝑗2𝑦 
𝐶2𝑥 
𝑗1𝑥 
𝑗4𝑥 
𝑗3𝑥 
𝑗2𝑥 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
(2-2-25) 
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𝑗2𝑦 𝑗1𝑦 
𝑇𝑐1 𝑇𝑐2 
𝑇𝑏1 𝑇𝑏1 
𝑇𝑐1 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐4 
𝑗1𝑥 
𝑗4𝑥 
𝑗4𝑦 𝑗3𝑦 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐4 𝑇𝑐3 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑐3 
𝑇𝑐2 
𝑗2𝑥 
𝑗3𝑥 
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増分 1：軸力 
  ∆𝑀𝑗1 = −𝑁𝑏1𝑗2 + 𝑁𝑏2𝑗1 + 𝑁𝑏4𝑗5 − 𝑁𝑏3𝑗6 + 𝑁𝑐2𝑗4 − 𝑁𝑐1𝑗3 + 𝑁𝑐4𝑗8 − 𝑁𝑐3𝑗7 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2-2-26) 
 
𝑁𝑐 
𝑁𝑏 
𝑁𝑏 
𝑁𝑐 
𝑗8 𝑗7 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗3 𝑗4 
𝐶2𝑥 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗6 
𝑗5 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
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𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝑗3 𝑗4 
𝑁𝑐1 
𝑁𝑐2 
𝑁𝑐3 
𝑁𝑐4 
𝑗7 𝑗8 
𝑁𝑏1 
𝑁𝑏2 
𝑗2 
𝑗1 
𝑁𝑏3 
𝑁𝑏4 
𝑗5 
𝑗6 
𝑑𝑡1 
𝑑𝑡2 
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増分 2：せん断力 
  ∆𝑀𝑗2 = 𝑉𝑐1𝑗2 + 𝑉𝑐2𝑗5 + 𝑉𝑐3𝑗6 + 𝑉𝑐4𝑗1 + 𝑉𝑏1𝑗3 + 𝑉𝑏2𝑗8 + 𝑉𝑏3𝑗6 + 𝑉𝑏4𝑗4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
𝑉𝑐 
𝑁𝑏 
𝑉𝑏 
𝑉𝑐 
𝑗8 𝑗7 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗3 𝑗4 
𝐶2𝑥 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗6 
𝑗5 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
(2-2-27) 
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𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝑗3 𝑗4 
𝑉𝑏1 
𝑉𝑏4 
𝑉𝑏3 
𝑉𝑏2 
𝑗7 𝑗8 
𝑉𝑐1 
𝑉𝑐4 
𝑗2 
𝑗1 
𝑉𝑐3 
𝑉𝑐2 
𝑗5 
𝑗6 
𝑑𝑡1 
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増分 3：柱中段筋および接合部横補強筋 
  ∆𝑀𝑗3 =
𝑇ℎ
2
(−𝑗2 + 𝑗1 − 𝑗6 + 𝑗5) +
𝑇𝑚
2
(−𝑗3 + 𝑗4 − 𝑗7 + 𝑗8) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2-2-28) 
 
𝑇𝑚 
𝑇ℎ 
𝑇ℎ 
𝑇𝑚 
𝑗8 𝑗7 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗3 𝑗4 
𝐶2𝑥 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗6 
𝑗5 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
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𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝑗3 𝑗4 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑗7 𝑗8 
𝑇ℎ 2⁄  
𝑇ℎ 2⁄  
 
𝑗2 
𝑗1 
𝑇ℎ 2⁄  
 
𝑇ℎ 2⁄  
 
𝑗5 
𝑗6 
𝑑𝑡1 
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 𝑀𝑗 = 𝑀𝑗0 + ∆𝑀𝑗1 + ∆𝑀𝑗2 + ∆𝑀𝑗3 
 
 =  𝑇𝑏1𝑗1𝑥 + 𝑇𝑐1𝑗1𝑦 + 𝑇𝑏1𝑗2𝑥 + 𝑇𝑐2𝑗2𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗3𝑥 + 𝑇𝑐3𝑗3𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗4𝑥 + 𝑇𝑐4𝑗4𝑦 
 − (𝑁𝑏1 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗2 + (𝑁𝑏2 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗1 + (𝑁𝑏4 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗5 − (𝑁𝑏3 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗6 
 + (𝑁𝑐2 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗4 − (𝑁𝑐1 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗3 + (𝑁𝑐4 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗8 − (𝑁𝑐3 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗7 
 +𝑉𝑐1𝑗2 + 𝑉𝑐2𝑗5 + 𝑉𝑐3𝑗6 + 𝑉𝑐4𝑗1 + 𝑉𝑏1𝑗3 + 𝑉𝑏2𝑗8 + 𝑉𝑏3𝑗6 + 𝑉𝑏4𝑗4 
 
  =  𝑇𝑏1 {
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡1} + 𝑇𝑐1 {
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐1+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} + 𝑇𝑏1 (𝑑𝑡1 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
    + 𝑇𝑐2 {
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} + 𝑇𝑏2 {
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡2} + 𝑇𝑐3 {
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} 
   +𝑇𝑏2 (𝑑𝑡2 −
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑇𝑐4 {
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4++
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} 
 − (𝑁𝑏1 +
𝑇ℎ
2
) (
𝑇𝑏1+𝑇ℎ1+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + (𝑁𝑏2 +
𝑇ℎ
2
) (
1
2
𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+𝑇ℎ2 +𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + (𝑁𝑏4 +
𝑇ℎ
2
) (
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 − (𝑁𝑏3 +
𝑇ℎ
2
) (
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + (𝑁𝑐2 +
𝑇𝑚
2
) (
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − (𝑁𝑐1 +
𝑇𝑚
2
) (
𝑇𝑐1+𝑇𝑚1+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 + (𝑁𝑐4 +
𝑇𝑚
2
) (
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − (𝑁𝑐3 +
𝑇𝑚
2
) (
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 +𝑉𝑐1 (
𝑇𝑏1+𝑇ℎ1+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑐2 (
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑐3 (
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑐4 (
1
2
𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+𝑇ℎ2 +𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 +𝑉𝑏1 (
𝑇𝑐1+𝑇𝑚1+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑏2 (
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑏3 (
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑏4 (
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2-2-29) 
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第 3節 スラブ付き十字形接合部 
 
 第 1項 力学モデル 
 
9 自由度モデル（図 2-2-1 参照）を基づいて、アンボンド PCaPC 構造スラブ付き十字形接合部の変形機構
は図 2-3-1に示す。塩原理論と同様に接合部パネルの対角線を仮想断面とし、仮想断面により分割された 4 つ
のフリーボディの応力分布を考える。図 2-3-1のような変形機構を想定すると、仮想断面を横切る鉄筋および
コンクリートの応力は前節平面十字形接合部の場合と同様に（図 2-2-2）分布すると考える。鉄筋はダボ作用
を無視し軸応力のみが生じるとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-1 スラブ付き十字形柱梁接合部変形機構 
第 2章 柱梁接合部曲げ終局モーメント算定法 
 
2－26 
 
第 2項 仮想断面上の応力分布 
 
 上下の柱および左右の梁に作用する応力の分布は材軸の交点に対して点対称ではない一般的な場合を考える。図 2-3-2は柱梁接合部に働く軸力および
せん断力を示す。𝑁𝑏、𝑁𝑐は梁、柱の軸力であり、𝑉𝑏、𝑉𝑐は梁、柱のせん断力である。図 2-3-3は仮想断面に分配して作用する軸力およびせん断力を示す。
𝑁𝑏1、𝑁𝑏2、𝑁𝑏3、𝑁𝑏4および𝑁𝑐1、𝑁𝑐2、𝑁𝑐3、𝑁𝑐4は梁および柱軸力をそれぞれの仮想断面に分配した力である。𝑉𝑏1、𝑉𝑏2、𝑉𝑏3、𝑉𝑏4および𝑉𝑐1、𝑉𝑐2、𝑉𝑐3、𝑉𝑐4は梁お
よび柱せん断力をそれぞれの仮想断面に分配した力である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2-3-2 柱梁接合部に働く外力 
𝑁𝑏 
 
 
 
𝑉𝑏 𝑁𝑏 
𝑉𝑏 
𝑉𝑐 
𝑉𝑐 
𝑁𝑐 
𝑁𝑐 
図
2-
3-
3 
仮
想
𝑉𝑐1 
𝑁𝑐1 𝑉𝑏1 
𝑁𝑏1 
𝑉𝑏2 
𝑁𝑏2 
𝑉𝑐4 
𝑁𝑐4 
𝑉𝑐3 
𝑁𝑐3 
𝑁𝑐2 
𝑉𝑐2 
𝑁𝑏4 
𝑉𝑏4 
𝑉𝑏3 
𝑁𝑏3 
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 図 2-3-4は柱梁接合部の仮想断面上の応力分布を示す。スラブ付き十字形接合部では、スラブ筋の圧縮力は
コンクリート応力と比べて非常に小さいので無視し、スラブ筋の引張力𝑇𝑠1のみが働くと仮定した。𝐶1𝑥′、𝐶1𝑦、
𝐶3𝑥、𝐶3𝑦は接合部パネル中央のコンクリート応力であり、𝐶2𝑥、𝐶2𝑦、𝐶4𝑥、𝐶4𝑦は接合部パネル入隅部のコンク
リート応力である。𝑇𝑏1、𝑇𝑏2は梁断面内の上下 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐1、𝑇𝑐3は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐2、
𝑇𝑐4は柱の圧縮側主筋の応力である。𝑇ℎ、𝑇𝑚は材軸に作用する接合部横補強筋、柱中段筋の合力である。接合
部横補強筋および柱中段筋のそれぞれの合力が各仮想断面における応力は材軸に対称とした位置で1 2⁄ ずつ
分配することを仮定した。 
各フリーボディ仮想断面における力の釣り合い条件に従って、コンクリート応力と鉄筋および PC 鋼材の応
力の関係は以下のように成り立つ。 
 
  𝐶1𝑥′ = 𝑇𝑏1 + 𝑇𝑠1 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏1 − 𝑉𝑐1 
  𝐶1𝑦 = 𝑇𝑐1 +
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐1 − 𝑉𝑏1 
  𝐶2𝑥 = 𝑇𝑏1 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏4 + 𝑉𝑐2 
  𝐶2𝑦 = 𝑇𝑐2 +
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2 + 𝑉𝑏4 
  𝐶3𝑥 = 𝑇𝑏2 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏3 − 𝑉𝑐3 
 𝐶3𝑦 = 𝑇𝑐3 +
1
2
𝑇𝑚 + 𝑁𝑐3 − 𝑉𝑏3 
  𝐶4𝑥 = 𝑇𝑏2 +
1
2
𝑇ℎ + 𝑁𝑏2 + 𝑉𝑐4 
 𝐶4𝑦 = 𝑇𝑐4 +
1
2
𝑇𝑚 + 𝑁𝑐4 + 𝑉𝑏2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) コンクリートの応力 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝑪𝟐 
𝑪𝟏 
𝑪𝟏 
𝑪𝟒 
𝑪𝟒 
𝑪𝟐 
𝑪𝟑 
𝑪𝟑 
(2-3-1) 
(2-3-2) 
(2-3-3) 
(2-3-4) 
(2-3-5) 
(2-3-6) 
(2-3-7) 
(2-3-8) 
 
第 2章 柱梁接合部曲げ終局モーメント算定法 
 
2－28 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 鉄筋および PC鋼材の応力 
図 2-3-4 仮想断面に生じる応力 
𝑇𝑏1 𝑇𝑏1 
𝑇𝑐1 𝑇𝑐2 
𝑇𝑚 
𝑇ℎ 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐1 
𝑇𝑐4 
𝑇ℎ 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑐2 
𝑇𝑐3 
𝑇𝑚 
𝑇𝑐4 𝑇𝑐3 
𝑇𝑏2 𝑇𝑏2 
𝑇𝑠1 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇𝑚 
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 図 2-3-5は右梁の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリー
ト応力である。𝑇𝑏1、𝑇𝑏2は梁断面内の上下 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐1は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐4は柱の圧縮側主筋の応力である。𝑇𝑠1はスラブ筋の引張力
である。右梁フリーボディにおける力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 𝐶1𝑥 + 𝐶4𝑥 + 𝑉𝑐1 − 𝑇𝑏1 − 𝑇𝑏2 − 𝑇𝑠1 − 𝑇ℎ − 𝑁𝑏1 − 𝑁𝑏2 − 𝑉𝑐4 = 0 
〈鉛直方向〉 
 𝐶4𝑦 + 𝑇𝑐1 + 𝑁𝑐1 − 𝐶1𝑦 − 𝑇𝑐4 − 𝑉𝑏1 − 𝑉𝑏2 − 𝑁𝑐4 = 0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-5 仮想断面に生じる応力（右梁） 
𝐶1𝑥′ 
(a) 分配した軸力とせん断力 
𝑁𝑐1  
 
𝑁𝑏1 
𝑉𝑏1 
 
𝑉𝑐1  
 
𝑁𝑏2 
𝑉𝑐4  
 
𝑉𝑏2 
 
𝑁𝑐4  
 
(b) PC鋼材および鉄筋の応力 
 
𝑇𝑐1 
 
1
2
𝑇𝑚 
 
𝑇𝑏1 
 
1
2
𝑇ℎ 
 
𝑇𝑏2 
 
𝑇𝑐4 
 1
2
𝑇𝑚 
 
1
2
𝑇ℎ 
 
(c) コンクリートの応力 
 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝑇𝑠1 
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図 2-3-6 仮想断面に生じる応力（上柱）
(a) 分配した軸力とせん断力(a) 分
𝑉𝑐1 
𝑁𝑏1 
𝑉𝑏1 𝑁𝑐1 
𝑁𝑐2 𝑉𝑏4 
𝑉𝑐2 
𝑁𝑏4 
(b) PC 鋼材および鉄筋の応力
1
2
𝑇𝑚 
𝑇𝑐2 𝑇𝑐1 
𝑇𝑏1 𝑇𝑏1 
1
2
𝑇ℎ 
 
1
2
𝑇ℎ 
 
1
2
𝑇𝑚 
(c) コンクリートの応力
𝐶2𝑥𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
 
 図 2-3-6は上柱の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリー
ト応力である。𝑇𝑏1は梁断面内の上側 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐1は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐2は柱の圧縮側主筋の応力である。上柱フリーボディにおける
力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 𝐶2𝑥 − 𝐶1𝑥 − 𝑉𝑐1 − 𝑉𝑐2 − 𝑁𝑏4 + 𝑁𝑏1 = 0 
〈鉛直方向〉 
 𝐶2𝑦 + 𝐶1𝑦 − 𝑉𝑏4 + 𝑉𝑏1 − 𝑁𝑐2 − 𝑁𝑐1 − 𝑇𝑚 − 𝑇𝑐1 − 𝑇𝑐2 = 0 
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図 2-3-7は左梁の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリー
ト応力である。𝑇𝑏1、𝑇𝑏2は梁断面内の上下 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐3は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐2は柱の圧縮側主筋の応力である。左梁フリーボディにお
ける力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 −𝐶2𝑥 − 𝐶3𝑥 + 𝑉𝑐2 − 𝑉𝑐3 + 𝑁𝑏4 + 𝑁𝑏3 + 𝑇𝑏1 + 𝑇𝑏2 + 𝑇ℎ = 0 
〈鉛直方向〉 
 𝐶3𝑦 − 𝐶2𝑦 + 𝑉𝑏4 + 𝑉𝑏3 − 𝑁𝑐3 + 𝑁𝑐2 + 𝑇𝑐2 − 𝑇𝑐3 = 0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
図 2-3-7 仮想断面に生じる応力（左梁） 
(c) コンクリートの応力 
 
(a) 分配した軸力とせん断力 
 
𝑉𝑏4 𝑁𝑐2 
𝑉𝑐2 
𝑁𝑏4 
𝑉𝑐3 
𝑁𝑏3 
𝑁𝑐3 𝑉𝑏3 
(b) PC鋼材および鉄筋の応力 
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図 2-3-8は下柱の仮想断面上の応力分布を示し、(a)は分配した軸力とせん断力、(b)は鉄筋の応力、(c)は接合部パネル中央部および入隅部のコンクリー
ト応力である。𝑇𝑏2は梁断面内の下側 PC 鋼材の応力である。𝑇𝑐3は柱の引張主筋の応力、𝑇𝑐4は柱の圧縮側主筋の応力である。下柱フリーボディにおける
力の釣り合いは以下のように確認する。 
〈水平方向〉 
 𝐶3𝑥 − 𝐶4𝑥 + 𝑉𝑐3 + 𝑉𝑐4 + 𝑁𝑏2 − 𝑁𝑏3 = 0 
〈鉛直方向〉 
 −𝐶3𝑦 − 𝐶4𝑦 − 𝑉𝑏3 + 𝑉𝑏2 + 𝑁𝑐3 + 𝑁𝑐4 + 𝑇𝑐3 + 𝑇𝑐4 + 𝑇𝑚 = 0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-8 仮想断面に生じる応力（下柱） 
 
(a) 分配した軸力とせん断力 
 
𝑁𝑐3 𝑉𝑏3 
𝑁𝑏3 
𝑉𝑐3 
𝑁𝑐4 𝑉𝑏2 
𝑁𝑏2 
𝑉𝑐4 
1
2
𝑇𝑚 
1
2
𝑇ℎ 
𝑇𝑏2 𝑇𝑏2 
𝑇𝑐3 𝑇𝑐4 
(b) PC鋼材および鉄筋の応力 
 
1
2
𝑇ℎ 
1
2
𝑇𝑚 
𝐶3𝑦 
(c) コンクリートの応力 
 
𝐶3𝑥 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
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第 3項 コンクリート応力の作用位置 
 
 柱の引張側主筋と接合部パネル中央部のコンクリートの応力、圧縮側主筋と接合部パネル入隅部のコンク
リートの応力のそれぞれの応力中心間距離および梁の PC 鋼材と接合部パネル中央部のコンクリート応力、接
合部パネル入隅部のコンクリート応力のそれぞれの応力中心間距離は図 2-3-9 のようになる。コンクリート
圧縮ゾーンにおける圧縮力の分布形状は ACI ストレスブロックの考え方を使う。ストレスブロックの応力の
幅は圧縮ゾーンの大きさの𝑘1倍、高さは圧縮ゾーンの大きさの𝑘3倍として応力の作用位置を求める。 
 分配した軸力およびせん断力はコンクリートの応力と同様な位置でそれぞれ仮想断面の上に作用する。接
合部パネル中央部及び入隅部に作用するコンクリート応力と材軸との間の距離が𝑗1、𝑗2、𝑗3、𝑗4、𝑗5、𝑗6、𝑗7、𝑗8
で表される。 
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𝑑𝑡1 
𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝐷𝑐 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-9 コンクリート応力作用位置（接合部全体） 
𝑗4 
𝑗2𝑦 𝑗3 𝑗1𝑦 
𝐶1 
𝐶1 
𝐶2 
𝐶2 
𝐶3 
𝐶3 
𝐶4 
𝐶4 
𝑗1𝑥′ 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗4𝑥 
𝑗4𝑦 
𝑗8 
𝑗7 𝑗3𝑦 
𝑗5 
𝑗2𝑥 
𝑗6 
𝑗3𝑥 
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スラブ付き十字形接合部の場合、スラブ筋の全引張力は梁断面内のスラブ筋位置に集約して作用するとし
た（図 2-3-10）。図 2-3-10にスラブ付き梁断面の鉄筋および PC 鋼材の応力分布を示す。梁の上端側の PC
鋼材とスラブ筋の引張合力𝑇𝑏1′が作用する位置は、スラブ筋引張力と PC鋼材応力の大きさによって決定され
る。 
  
図 2-3-10 スラブ付き梁断面応力分布 
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 図 2-3-11 は右梁のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗1、𝑗2はコンクリート応力と梁材軸の距離である。
𝑗1𝑥、𝑗4𝑥はコンクリート応力と梁の上端側の PC 鋼材とスラブ筋の引張合力との距離である。𝑑𝑠𝑙はスラブ筋か
ら梁引張縁までの距離である。𝑑𝑡1、𝑑𝑡2は梁の PC 鋼材と梁のコンクリート縁までの距離である。𝐷𝑏は梁せい
である。𝐶1𝑥、𝐶1𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。𝐶4𝑥、𝐶4𝑦は接合部入隅部
コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、𝑗1、𝑗2、𝑗1𝑥、𝑗4𝑥が式(2-
3-9)～(2-3-12)のように求める。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  𝑗1 =
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝐶4𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+𝑇ℎ2 +𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
  
 𝑗2 =
1
2
𝐶1𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑏1+𝑇𝑠1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 𝑗1𝑥 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝐶1𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡1 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏1+𝑇𝑠1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡1 +
𝑇𝑠1
𝑇𝑠1+𝑇𝑏1
× (𝑑𝑡1 − 𝑑𝑠𝑙) 
   𝑗4𝑥 = 𝑑𝑡2 −
1
2
𝐶4𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
= 𝑑𝑡2 −
𝑇𝑏2 +
1
2 𝑇ℎ + 𝑁𝑏2 + 𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-11 コンクリート応力作用位置（右梁） 
𝐶4𝑦 
𝑗4𝑥 𝑗1 𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 2⁄  
𝑗1𝑥 
𝑗2 
𝑑𝑡1 
𝐷𝑏 2⁄  
𝐶4 
𝐶4𝑥 
𝐶1 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝑑𝑠𝑙  
(2-3-9) 
(2-3-10) 
(2-3-11) 
(2-3-12) 
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 図 2-3-12 は上柱のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗3、𝑗4はコンクリート応力と柱の材軸の距離であ
る。𝑗1𝑦、𝑗2𝑦はコンクリート応力と柱主筋の距離である。𝑔𝑐は柱主筋間距離比である。𝐷𝑐は柱せいである。𝐶1𝑥、
𝐶1𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。𝐶2𝑥、𝐶2𝑦は接合部入隅部コンクリート
の応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、𝑗3、𝑗4、𝑗1𝑦、𝑗2𝑦が式(2-3-13)～(2-3-
16)のように求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝑗3 =
1
2
𝐶1𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑐1+𝑇𝑚1+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗4 =
1
2
𝐷𝑐 −
1
2
𝐶2𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
  𝑗1𝑦 =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶1𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐1 +
1
2 𝑇𝑚+𝑁𝑐1 − 𝑉𝑏1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 𝑗2𝑦 =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶2𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-12 コンクリート応力作用位置（上柱） 
𝐷𝑐 
𝑗1𝑦 𝑗2𝑦 
𝑗3 𝑗4 
𝐶1 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶2 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
(2-3-13) 
(2-3-14) 
(2-3-15) 
(2-3-16) 
第 2章 柱梁接合部曲げ終局モーメント算定法 
 
2－38 
 
 図 2-3-13は左梁のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗5、𝑗6はコンクリート応力と梁材軸の距離である。
𝑗2𝑥、𝑗3𝑥はコンクリート応力と梁の PC 鋼材の距離である。𝑑𝑡1、𝑑𝑡2は梁の PC 鋼材と梁のコンクリート縁まで
の距離である。𝐷𝑏は梁せいである。𝐶3𝑥、𝐶3𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。
𝐶2𝑥、𝐶2𝑦は接合部入隅部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、
𝑗5、𝑗6、𝑗2𝑥、𝑗3𝑥が式(2-3-17)～(2-3-20)のように求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝑗5 =
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝐶2𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗6 =
1
2
𝐶3𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 𝑗2𝑥 = 𝑑𝑡1 −
1
2
𝐶2𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
= 𝑑𝑡1 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗3𝑥 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝐶3𝑥
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡2 =
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡2 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-13 コンクリート応力作用位置（左梁） 
𝐷𝑏 2⁄  
𝐷𝑏 2⁄  
𝑑𝑡1 
𝑑𝑡2 
𝑗5 
𝑗6 
𝑗3𝑥 
𝑗2𝑥 
𝐶2 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶3 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
(2-3-17) 
(2-3-18) 
(2-3-19) 
(2-3-20) 
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 図 2-3-14 は下柱のコンクリート応力の作用位置を示す。𝑗7、𝑗8はコンクリート応力と柱の材軸の距離であ
る。𝑗3𝑦、𝑗4𝑦はコンクリート応力と柱主筋の距離である。𝑔𝑐は柱主筋間距離比である。𝐷𝑐は柱せいである。𝐶3𝑥、
𝐶3𝑦は接合部中央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。𝐶4𝑥、𝐶4𝑦は接合部入隅部コンクリート
の応力の水平成分と鉛直成分である。ACI のストレスブロックを用いて、𝑗7、𝑗8、𝑗3𝑦、𝑗4𝑦が式(2-3-21)～(2-3-
24)のように求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝑗7 =
1
2
𝐶3𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗8 =
1
2
𝐷𝑐 −
1
2
𝐶4𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
=
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
 𝑗3𝑦 =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶3𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 𝑗4𝑦 =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶4𝑦
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) =
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4++
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 
 
 
 
 
図 2-3-14 コンクリート応力作用位置（下柱） 
𝐶3 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶4 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝑗4𝑦 𝑗3𝑦 
𝑗7 𝑗8 
𝐷𝑐 
(2-3-21) 
(2-3-22) 
(2-3-23) 
(2-3-24) 
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第 4項 接合部の抵抗モーメント 
 
 仮想断面に生じている鉄筋及びコンクリートの応力による接合部の中心まわりのモーメントが外力モーメ
ントと釣り合っており、すなわち接合部の抵抗モーメントである。 
 接合部の横補強筋および柱中段筋がなく、軸力、せん断力は作用せず、外力としてはモーメントだけが作用
する場合、接合部では𝐶1𝑥と𝑇𝑏1′、𝐶1𝑦と𝑇𝑐1、𝐶2𝑥と𝑇𝑏1、𝐶2𝑦と𝑇𝑐2、𝐶3𝑥と𝑇𝑏2、𝐶3𝑦と𝑇𝑐3、𝐶4𝑥と𝑇𝑏2、𝐶4𝑦と𝑇𝑐4が
それぞれ偶力となり、接合部の抵抗モーメントは 8 組の偶力によるモーメントの和とする。 
 
  𝑀𝑗𝑜 = (𝑇𝑏1 + 𝑇𝑠1)𝑗1𝑥 + 𝑇𝑐1𝑗1𝑦 + 𝑇𝑏1𝑗2𝑥 + 𝑇𝑐2𝑗2𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗3𝑥 + 𝑇𝑐3𝑗3𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗4𝑥 + 𝑇𝑐4𝑗4𝑦 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2-3-25) 
 
𝑗4𝑦 𝑗3𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗1𝑦 𝑗2𝑦 
𝐶2𝑥 
𝑗1𝑥 
𝑗4𝑥 
𝑗3𝑥 
𝑗2𝑥 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
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𝑗2𝑦 𝑗1𝑦 
𝑇𝑐1 𝑇𝑐2 
𝑇𝑏1 𝑇𝑏1 
𝑇𝑐1 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐4 
𝑗1𝑥 
𝑗4𝑥 
𝑗4𝑦 𝑗3𝑦 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐4 𝑇𝑐3 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑐3 
𝑇𝑐2 
𝑗2𝑥 
𝑗3𝑥 
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増分 1：軸力 
  ∆𝑀𝑗1 = −𝑁𝑏1𝑗2 + 𝑁𝑏2𝑗1 + 𝑁𝑏4𝑗5 − 𝑁𝑏3𝑗6 + 𝑁𝑐2𝑗4 − 𝑁𝑐1𝑗3 + 𝑁𝑐4𝑗8 − 𝑁𝑐3𝑗7 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2-3-26) 
 
𝑁𝑐 
𝑁𝑏 
𝑁𝑏 
𝑁𝑐 
𝑗8 𝑗7 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗3 𝑗4 
𝐶2𝑥 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗6 
𝑗5 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
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𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝑗3 𝑗4 
𝑁𝑐1 
𝑁𝑐2 
𝑁𝑐3 
𝑁𝑐4 
𝑗7 𝑗8 
𝑁𝑏1 
𝑁𝑏2 
𝑗2 
𝑗1 
𝑁𝑏3 
𝑁𝑏4 
𝑗5 
𝑗6 
𝑑𝑡1 
𝑑𝑡2 
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増分 2：せん断力 
  ∆𝑀𝑗2 = 𝑉𝑐1𝑗2 + 𝑉𝑐2𝑗5 + 𝑉𝑐3𝑗6 + 𝑉𝑐4𝑗1 + 𝑉𝑏1𝑗3 + 𝑉𝑏2𝑗8 + 𝑉𝑏3𝑗6 + 𝑉𝑏4𝑗4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
𝑉𝑐 
𝑁𝑏 
𝑉𝑏 
𝑉𝑐 
𝑗8 𝑗7 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗3 𝑗4 
𝐶2𝑥 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗6 
𝑗5 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
(2-3-27) 
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𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝑗3 𝑗4 
𝑉𝑏1 
𝑉𝑏4 
𝑉𝑏3 
𝑉𝑏2 
𝑗7 𝑗8 
𝑉𝑐1 
𝑉𝑐4 
𝑗2 
𝑗1 
𝑉𝑐3 
𝑉𝑐2 
𝑗5 
𝑗6 
𝑑𝑡1 
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増分 3：柱中段筋および接合部横補強筋 
  ∆𝑀𝑗3 =
𝑇ℎ
2
(−𝑗2 + 𝑗1 − 𝑗6 + 𝑗5) +
𝑇𝑚
2
(−𝑗3 + 𝑗4 − 𝑗7 + 𝑗8) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2-3-28) 
 
𝑇𝑚 
𝑇ℎ 
𝑇ℎ 
𝑇𝑚 
𝑗8 𝑗7 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 𝐶3𝑥 
𝑗3 𝑗4 
𝐶2𝑥 
𝑗2 
𝑗1 
𝑗6 
𝑗5 
𝐶2𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶4𝑥 
𝐶4𝑦 
𝐶3𝑦 
𝐶3𝑥 
𝐶3𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
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𝑑𝑡2 
𝐷𝑏 
𝑔𝑐𝐷𝑐 
𝑗3 𝑗4 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑇𝑚 2⁄  
 
𝑗7 𝑗8 
𝑇ℎ 2⁄  
𝑇ℎ 2⁄  
 
𝑗2 
𝑗1 
𝑇ℎ 2⁄  
 
𝑇ℎ 2⁄  
 
𝑗5 
𝑗6 
𝑑𝑡1 
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 𝑀𝑗 = 𝑀𝑗0 + ∆𝑀𝑗1 + ∆𝑀𝑗2 + ∆𝑀𝑗3 
 
 = (𝑇𝑏1 + 𝑇𝑠1)𝑗1𝑥 + 𝑇𝑐1𝑗1𝑦 + 𝑇𝑏1𝑗2𝑥 + 𝑇𝑐2𝑗2𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗3𝑥 + 𝑇𝑐3𝑗3𝑦 + 𝑇𝑏2𝑗4𝑥 + 𝑇𝑐4𝑗4𝑦 
 − (𝑁𝑏1 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗2 + (𝑁𝑏2 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗1 + (𝑁𝑏4 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗5 − (𝑁𝑏3 +
𝑇ℎ
2
) 𝑗6 
 + (𝑁𝑐2 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗4 − (𝑁𝑐1 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗3 + (𝑁𝑐4 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗8 − (𝑁𝑐3 +
𝑇𝑚
2
) 𝑗7 
 +𝑉𝑐1𝑗2 + 𝑉𝑐2𝑗5 + 𝑉𝑐3𝑗6 + 𝑉𝑐4𝑗1 + 𝑉𝑏1𝑗3 + 𝑉𝑏2𝑗8 + 𝑉𝑏3𝑗6 + 𝑉𝑏4𝑗4 
 
  = (𝑇𝑏1 + 𝑇𝑠1) {
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡1 +
𝑇𝑠1
𝑇𝑠1+𝑇𝑏1
× (𝑑𝑡1 − 𝑑𝑠𝑙)} + 𝑇𝑐1 {
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐1+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} 
    +𝑇𝑏1 (𝑑𝑡1 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) +  𝑇𝑐2 {
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} + 𝑇𝑏2 {
1
2
(𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝑑𝑡2} 
    +𝑇𝑐3 {
1
2
(𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} + 𝑇𝑏2 (𝑑𝑡2 −
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑇𝑐4 {
1
2
(𝐷𝑐 − 𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4++
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
)} 
 − (𝑁𝑏1 +
𝑇ℎ
2
) (
𝑇𝑏1+𝑇ℎ1+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + (𝑁𝑏2 +
𝑇ℎ
2
) (
1
2
𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+𝑇ℎ2 +𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + (𝑁𝑏4 +
𝑇ℎ
2
) (
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 − (𝑁𝑏3 +
𝑇ℎ
2
) (
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + (𝑁𝑐2 +
𝑇𝑚
2
) (
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − (𝑁𝑐1 +
𝑇𝑚
2
) (
𝑇𝑐1+𝑇𝑚1+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 + (𝑁𝑐4 +
𝑇𝑚
2
) (
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐4+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐4+𝑉𝑏2
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − (𝑁𝑐3 +
𝑇𝑚
2
) (
𝑇𝑐3+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐3−𝑉𝑏3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 +𝑉𝑐1 (
𝑇𝑏1+𝑇ℎ1+𝑁𝑏1−𝑉𝑐1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑐2 (
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑐3 (
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑐4 (
1
2
𝐷𝑏 −
𝑇𝑏2+𝑇ℎ2 +𝑁𝑏2+𝑉𝑐4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 +𝑉𝑏1 (
𝑇𝑐1+𝑇𝑚1+𝑁𝑐1−𝑉𝑏1
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑏2 (
1
2
𝐷𝑏 −
1
2
𝑇𝑏1+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏4+𝑉𝑐2
𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑏3 (
𝑇𝑏2+
1
2
𝑇ℎ+𝑁𝑏3+𝑉𝑐3
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝑉𝑏4 (
1
2
𝐷𝑐 −
𝑇𝑐2+
1
2
𝑇𝑚+𝑁𝑐2+𝑉𝑏4
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
 
  (2-3-29) 
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第 4節 平面ト形接合部 
 
第 1項 接合部パネルの破壊性状（試験体 PCJ16） 
 
 図 2-4-1 は平面ト形試験体 PCJ16 に層間変形角 R＝+1.0%rad.の時のひび割れ状況を示す。図中の右下から
PC 鋼材定着板の中心まで行く斜めひび割れを見ると、接合部パネルの破壊ラインは図中の赤線で仮定した。
図 2-4-2 は試験体 PCJ16 に層間変形角 R＝+3.0％rad.の時のひび割れ状況を示す。梁と柱の圧着面から発生し
た 2 つのひび割れの進展方向をみると、接合部パネルの破壊ラインは図中の青線で仮定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-4-1 層間変形角 R＝+1.0%rad.時ひび割れ状況 
第 2章 柱梁接合部曲げ終局モーメント算定法 
 
2－50 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 2-4-2 層間変形角 R＝+3.0%rad.時ひび割れ状況 
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第 2項 接合部パネル仮想断面の設定 
 
 平面ト形試験体 PCJ16 の層間変形角 R＝+4.0％rad.時の破壊状況は図 2-4-3 のように示す。右下から接合部
パネル中央部に発生した斜めひび割れ(①)によって、仮想断面 AB は梁の下端と柱の圧着点と定着板中央点に
結んだ線が妥当と考えられる。また、スラブ付きト形試験体 PCJ17 の破壊状況(図 2-4-4)を見ると、接合部パ
ネル中央部に PCJ16 のひび割れ①と似ている斜めひび割れ②が生じた。以上のことより、前述の仮想断面に
関する仮定が妥当と考えられる。梁の上端と柱の圧着面からのひび割れが開くことが観られなかったが、見え
た状況から仮想断面 AC が推断した。平面ト形試験体 PCJ16 の柱梁接合部パネルが仮想断面上柱、下柱、梁の
3 つフリーボディを分けて、破壊が進行した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-4-3 層間変形角 R＝+4.0%rad.時ひび割れ状況 
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② 
図 2-4-4 層間変形角 R＝+4.0%rad.時ひび割れ状況（PCJ17） 
A 
B 
C 
図 2-4-5 仮想断面の設定 
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第 3項 接合部の抵抗モーメント 
 
 仮想断面に生じる応力は図 2-4-6のように仮定する。𝑉𝑐、𝑉𝑏は柱及び梁のせん断力である。𝑁𝑐1、𝑁𝑐2は上柱
及び下柱の軸力である。𝑇𝑏1、𝑇𝑏2は PC鋼材の引張力である。𝑇𝑐1は梁側の柱主筋の応力である。𝑇𝑐2、𝑇𝑐3は外側
の柱主筋の応力である。𝑇𝑐4は柱圧縮側主筋の応力である。𝑇𝑚は柱中段筋の応力である。𝐶1𝑥、𝐶1𝑦は接合部中
央部コンクリートの応力の水平成分と鉛直成分である。𝐶2𝑥、𝐶2𝑦は接合部入隅部コンクリートの応力の水平成
分と鉛直成分である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
𝑀𝑐1 
𝑉𝑐 
𝑁𝑐1 
𝑀𝑏 
𝑉𝑏 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏1 
𝑇𝑏2 
𝑇𝑐1 
𝑇𝑐1 
𝑇𝑚 
𝑇𝑐2 
𝑇𝑐3 
𝑇𝑚 
𝑇𝑐4 𝑇𝑐4 
𝑁𝑐2 
𝑉𝑐 
(a) 鉄筋および PC 鋼材の応力 
𝑀𝑐2 
𝑇𝑐3 
𝑇𝑐2 
𝑇𝑚 
𝑇𝑚 
𝑇𝑏2 
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𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 𝐶1𝑥 
𝐶1𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐶2𝑥 
𝐶2𝑦 
𝐷𝑐 
𝑔𝑐𝐷𝑐  
𝑗1𝑦 
(b) コンクリートの応力 
𝑗2𝑦 
𝐷𝑏 
𝑑𝑡1 
𝑑𝑡2 
𝑗1𝑥 
𝑗2𝑥 
図 2-4-6 仮想断面に生じる応力 
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以上の仮定により、上柱、下柱それぞれについての水平、鉛直方向の力の釣り合い、モーメントの釣り合いから以下の
関係が成り立つ。 
 
 𝐶1𝑥 = 𝑇𝑏1 − 𝑉𝑐 
 𝐶1𝑦 = 𝑁𝑐1 + 𝑇𝑐1 + 𝑇𝑚 + 𝑇𝑐2 
 𝑀𝑐1 = 𝑇𝑏1 (
1
2
𝐷𝑏 − 𝑑𝑡1) +
1
2
𝑔𝑐𝐷𝑐(𝑇𝑐1 − 𝑇𝑐2) + 𝐶1𝑦 (
1
2
𝑔𝑐𝐷𝑐 − 𝑗1𝑦) − 𝐶1𝑥 (
1
2
𝐷𝑏 − 𝑑𝑡1 − 𝑗1𝑥) 
 
 𝐶2𝑥 = 𝑉𝑐 + 𝑇𝑏2 
 𝐶2𝑦 = 𝑁𝑐2 + 𝑇𝑐3 + 𝑇𝑐4 + 𝑇𝑚 
 𝑀𝑐2 =
1
2
𝑔𝑐𝐷𝑐(𝑇𝑐3 − 𝑇𝑐4) − 𝑇𝑏2 (
1
2
𝐷𝑏 − 𝑑𝑡2) + 𝐶2𝑥 (𝑗2𝑥 +
1
2
𝐷𝑏 − 𝑑𝑡2) + 𝐶2𝑦 (
1
2
𝑔𝑐𝐷𝑐 + 𝑗2𝑦) 
 
コンクリート圧縮ゾーンにおける圧縮力の分布形状はストレスブロックの考え方を使う。ストレスブロックの応力の
幅は圧縮ゾーンの大きさの𝑘1倍、高さは圧縮ゾーンの大きさの𝑘3倍として応力の作用位置を求める。 
 
 𝑗1𝑥 =
1
2
𝐷𝑏 − 𝑑𝑡1 −
𝐶1𝑥
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗1𝑦 =
𝐶1𝑦
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
− (
1
2
𝐷𝑐 −
1
2
𝑔𝑐𝐷𝑐) 
 
 𝑗2𝑥 = 𝑑𝑡2 −
𝐶2𝑥
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 𝑗2𝑦 =
1
2
𝐷𝑐 −
1
2
𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶2𝑦
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
 
接合部モーメントは上下の柱の外力モーメントの和であり、次式のように表される。 
 
 𝑀𝑗 = 𝑀𝑐1 + 𝑀𝑐2 
   = 𝑇𝑏1 (
1
2
𝐷𝑏 − 𝑑𝑡1) +
1
2
𝑔
𝑐
𝐷𝑐(𝑇𝑐1 − 𝑇𝑐2 + 𝑇𝑐3 − 𝑇𝑐4) + 𝐶1𝑦 (𝑔𝑐𝐷𝑐 +
1
2
𝐷𝑐 −
𝐶1𝑦
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) − 𝐶1𝑥
𝐶1𝑥
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
 
           −𝑇𝑏2 (
1
2
𝐷𝑏 − 𝑑𝑡2) + 𝐶2𝑥 (
1
2
𝐷𝑏 −
𝐶2𝑥
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) + 𝐶2𝑦 (
1
2
𝑔𝑐𝐷𝑐 −
𝐶2𝑦
2𝑏𝑗𝑘3𝑓𝑐
) 
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第 3章 既往の実験結果を用いた算定法の妥当性の検討 
 
第 1節 既往試験体概要 
 
 第 1項 試験体形状 
 
 本研究では、アンボンド PCaPC 架構の柱梁接合部曲げ終局モーメントを検討するため、予想破壊モードが
接合部降伏破壊の平面十字形試験体 PCJ08、スラブ付き立体十字形試験体 PCJ09 および平面ト形試験体 PCJ16
を対象とした。また、柱梁曲げ耐力比が大きい平面十字形試験体 PCJ07 は平面十字形 PCJ08 と比較するため、
今回の研究も１つの対象である。 
 いずれの試験体も梁幅 250mm、梁せい 400mm、柱断面 350mm×350mm、柱芯から梁端支持点までを 1600mm、
梁芯から上柱加力点及び下柱支持点までをそれぞれ 1415mm は共通である。 
 
 第 2項 加力方法 
 
 既往実験)における加力計画を図 3-1-1、加力方法を図 3-1-2 に示す。加力は RC 造下柱の反曲点をピン支
持、PC 造梁の反曲点をローラー支持し、RC 造柱に 1000kN オイルジャッキで所定の軸力を導入してこれを一
定に保持した状態で RC 造上柱の反曲点に 1000kN オイルジャッキで正負交番繰返し漸増水平力を変位制御で
与えた。PC 造梁の入力せん断力は PC 造梁位置に取り付けた 300kN ロードセルにより検出した。いずれの試
験体も水平加力時に RC 造柱が面外変形しないように、RC 造上柱反曲点の水平加力方向と直交方向に取り付
けた 1000kN オイルジャッキを制御した。 
 
 平面十字形試験体 PCJ07、PCJ08、スラブ付き立体十字形試験体 PCJ09 および平面ト形試験体 PCJ16 の加力
計画は RC 造上柱反曲点の水平変位を RC 造上柱反曲点から RC 造下柱反曲点までの距離（2830mm）で除し
た層間変形角 R=±0.25%rad.、±0.5%rad.、±1.0%rad.、±1.5%rad.、±2.0%rad.、±3.0%rad.、±4.0%rad.で水平方向に
2 回ずつ正負交番繰返し漸増載荷を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-1-1 加力計画 
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図 3-1-2 加力方法 
(a) 試験体 PCJ07、PCJ08  (b) 試験体 PCJ09  (c) 試験体 PCJ16  
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 第 3項 配筋 
 
 表 3-1-1に試験体諸元、図 3-1-3に試験体配筋詳細を示す。 
 加力実験に用いた試験体は計 4 体で、内部柱梁接合部を想定した平面十字形試験体が 2 体、直交梁なしでス
ラブのみを取り付けた立体十字形試験体が 1 体、外柱梁接合部を想定したスラブなし平面ト形試験体が 1 体
である。全試験体共に 1/2スケールで製作し、RC造柱および PC造梁の断面形状、架構寸法は共通で、PC鋼材
の付着ないものである。 
 以下に各試験体の設計概要を示す。 
 
 全試験体、梁を柱にプレストレスで圧着した（PCaPC）工法で製作した。組立用の梁上下主筋2-D13（SD295A）、
あばら筋 D10＠100(SD295A)は共通である。全試験体でプレストレス率は 1 である。 
 
試験体 PCJ07： 
PC 鋼材に丸 PC 鋼棒 φ23（B 種 1 号）を使用し、2 本配している。初期導入張力を、その規格降伏点荷重の
0.8 倍程度の緊張力である。柱は主筋 8-D22 (SD390)、帯筋 S10＠100(KSS785)、接合部横補強筋 S10＠
100(KSS785)3 組である。 
試験体 PCJ08： 
PC 鋼材に丸 PC 鋼棒 φ23（B 種 1 号）を使用し、2 本配している。初期導入張力を、その規格降伏点荷重の
0.8 倍程度の緊張力である。柱は主筋 10-D13 (SD295A)、帯筋 S10＠100(KSS785)、接合部横補強筋 S10＠
100(KSS785)3 組である。 
試験体 PCJ09： 
PC 鋼材に丸 PC 鋼棒 φ23（B 種 1 号）を使用し、2 本配している。初期導入張力を、その規格降伏点荷重の
0.8 倍程度の緊張力である。柱は主筋 10-D13 (SD295A)、帯筋 S10＠100(KSS785)、接合部横補強筋 S10＠
100(KSS785)3 組である。スラブ断面 1530mm×70mm で、配筋 D4＠80(SD295A)である。 
試験体 PCJ16： 
PC 鋼材に丸 PC 鋼棒 φ36（B 種 1 号）を使用し、2 本配している。初期導入張力を、その規格降伏点荷重の
0.8 倍程度の緊張力である。柱は主筋 8-D13 (SD295A)、帯筋 D10＠100(SD295A)、接合部横補強筋 D 10＠
100(SD295A)2 組である。 
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試験体名 PCJ07 PCJ08 PCJ09 PCJ16 
形状 平面十字形 スラブ付き十字形 平面ト形 
柱 
コンクリート 
圧縮強度 
42.8MPa 43.3MPa 45.0MPa 80.2MPa 
主筋 
8-D22 
(SD390) 
10-D13 (SD295A) 
8-D13 
(SD295A) 
帯筋 
S10＠100(KSS785) 
接合部内 S10＠100 3 組 
D10＠100(SD295A) 
接合部内 D10＠100 2 組 
断面 
350mm×350mm 
 
 
 
 
 
 
 
梁 
コンクリート 
圧縮強度 
80MPa 
構造形式 PC 圧着 
プレストレス率 λ 1.00 
PC鋼材 
上下共 1-φ23（B 種 1 号） 上下共 1-φ36（B 種 1 号） 
アンボンド 
主筋 上下共 2-D13(SD295A) 
あばら筋 D10＠100(SD295A) 
断面 
250mm×400mm 
 
 
 
スラブ 
コンクリート 
圧縮強度  
44.7MPa 
 
幅×せい(mm) 1530×70 
スラブ筋  D4＠80(SD295A)  
圧縮軸力(kN) 800 (軸力比 0.15) 450 (軸力比 0.05) 
柱梁曲げ耐力比 2.09 1.36 1.19 1.16 
 
 
 
 
表 3－1－1 試験体諸元 
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(a) 試験体 PCJ07 
(b) 試験体 PCJ08 
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(c) 試験体 PCJ09 
(d) 試験体 PCJ16 
図 3-1-3 試験体配筋詳細 
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 第 4項 材料特性 
 
 試験体に使用したコンクリートおよびグラウト材の材料特性を表 3-1-2 に示す。試験体に用いた鉄筋およ
び PC鋼材の材料特性は表 3-1-3に示す。 
 
 
 
材料 使用部位 
圧縮強度
(N/mm2) 
圧縮強度時 
ひずみ(%) 
ヤング係数 
(kN/mm2) 
割裂強度 
(N/mm2) 
コンクリート 
PCJ07 
柱 42.8 0.222 29.4 3.1 
梁 79.3 0.282 35.6 4.0 
PCJ08 
柱 43.3 0.237 29.6 3.0 
梁 78.2 0.303 33.4 3.6 
PCJ09 
柱 45.0 0.251 26.6 3.4 
梁 82.3 0.307 33.7 4.2 
スラブ 83.4 0.285 37.1 3.7 
PCJ16 
柱 80.2 0.228 41.1 5.0 
梁 80.2 0.228 41.1 5.0 
グラウト材 
PCJ07 目地 111.0 0.511 34.2 4.4 
PCJ08 目地 111.0 0.511 34.2 4.4 
PCJ09 目地 111.2 0.465 35.8 2.5 
PCJ16 目地 92.7 0.300 35.6 3.9 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3－1－2 コンクリートおよびグラウト材の材料特性 
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材種 使用部位 
降伏強度 
(N/mm2) 
降伏 
ひずみ 
() 
ヤング係数 
(kN/mm2) 
弾性限界
応力度 
(N/mm2) 
弾性限界
ひずみ 
() 
引張強度 
(N/mm2) 
破断伸び 
(%) 
D22 
(SD390) 
PCJ07 
柱主筋 
449.1 2202 187.2 － － 633.6 16.1 
D13 
(SD295A) 
PCJ08、09 
柱主筋 
368.3 1827 186.7 － － 519.9 18.8 
S10 
(KSS785) 
PCJ07,08,09 
柱帯筋 
941.4 6592 183.8 670.5 3564 1087.8 7.5 
D13 
(SD295A) 
全試験体 
梁主筋 
368.3 1827 186.7 － － 519.9 18.8 
D10 
(SD295A) 
全試験体 
梁あばら筋 
361.3 1806 183.2 － － 526.2 15.4 
D4 
(SD295A) 
PCJ09 
スラブ筋 
320.8 3565 165.9 － － 502.1 19.6 
PC 鋼材 φ23 
(B 種 1 号) 
PCJ07,08,09 1013.3 7067 193.4 904.5 4746 1132.7 12.5 
PC 鋼材 φ36 
(B 種 1 号) 
PCJ16 1028 7139 201.2 904.9 4625 1166.6 18.0 
表 3－1－3 鉄筋および PC 鋼材の材料特性 
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第 2節 実験結果と計算結果の比較 
 
 第 1項 平面十字形試験体 PCJ07（柱梁曲げ耐力比 2.09） 
 
 試験体 PCJ07 の荷重変形関係、ひび割れ状況を図 3-2-1 に示す。 
 層間変形角 R=+0.22%rad.で RC 造柱および柱梁接合部に曲げひび割れが生じ、初期剛性が低下した。層間変
形角 R=+0.24%rad.では柱梁接合部に斜めひび割れが発生し、両引張側 PC 造梁と RC 造柱の圧着接合面で目開
きひび割れが観測された。層間変形角 R=+1.67%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。その以降、層間変形
角 R=±2.0%rad.では RC 造柱および PC 造梁圧縮側の危険断面近傍に圧縮ひび割れおよびコンクリートの圧壊
と共に、柱梁接合部の中央でもかぶりコンクリートの一部が剥落した。層間変形角 R=+2.81%rad.付近で最大層
せん断力+110.4kN を記録した。負載荷について、層間変形角 R=-0.4%rad.では柱梁接合部に斜めひび割れが発
生した。層間変形角 R=-1.5%rad.では PC 鋼材がその弾性限界を超え、層間変形角 R=-2.0%rad.付近では梁の圧
着接合面近傍で生じたかぶりコンクリートの圧壊と共に最大層せん断力-109.3kN となり、正負載荷時におい
て、梁の圧着接合面でのかぶりコンクリートの圧壊が最大耐力後耐力低下の主要因であった。 
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(a) 層せん断力－層間変形角関係 
(b) ひび割れ状況(実験終了後) 
図 3-2-1 荷重変形関係とひび割れ状況(試験体 PCJ07) 
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柱梁接合部曲げ終局モーメント Mjuの算出 
 方法 1  
 梁軸力 Nbは 0 とし、梁 PC 鋼材の引張力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。仮想断面に分配された柱
の軸力 Nc1、Nc2、Nc3 および Nc4 は柱軸力 Nc の 1/2 ずつ、梁・柱の分配せん断力 Vb1、Vb2、Vb3 および Vb4、Vc1、
Vc2、Vc3および Vc4も梁・柱せん断力 Vb、Vc の 1/2 ずつとした。 
 
 𝑁𝑏 = 0 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 
 𝑉𝑏1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 
 𝑉𝑐1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 
 
試験体 PCJ07 に関する具体的な計算は以下のようになる。 
 
梁 PC 鋼材 
試験体 PCJ07 は層間変形角 R＝-1.5%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。層間変形角 R＝-2.0%rad.では
最大耐力-109.3kN に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 4996×10-6を記録した。正載荷については、層間変形角
R＝+1.67%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。その後、層間変形角 R＝2.81%rad.では最大耐力+110.4kN
に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 5388×10-6を記録した。最大耐力時の PC 鋼材ひずみが弾性限界ひずみ 4746
×10-6を超えたが、PC 鋼材の降伏ひずみ 7046×10-6が達していないため、前述したように、梁 PC 鋼材の引張
力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。 
 
断面積𝐴𝑡 = 415.5𝑚𝑚
2 
弾性限界ひずみε = 4746 × 10−6 
PC 鋼材ヤング係数E = 2.0 × 105 
PC 鋼材弾性限界応力度𝜎𝑒𝑙 = 4746 × 10
−6 × 2.0 × 105 = 949.2 𝑁 𝑚𝑚2⁄  
PC 鋼材弾性限界時張力𝑇𝑒𝑙 = 949.2 × 415.5 = 394𝑘𝑁 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 = 394𝑘𝑁 
 
柱軸力 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 = 1 2⁄ × 800 = 400𝑘𝑁 
 
梁せん断力 
 梁 PC 鋼材が弾性限界に達した時、梁せん断力の測定値を採用した。 
  𝑉𝑏 = (𝑄𝑏1 − 𝑄𝑏2) 2⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
正載荷𝑄𝑏1 = −94.65𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 86.0301𝑘𝑁 
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 𝑉𝑏+ = (−94.65 − 86.0301) 2⁄ = −90.34𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 90.3𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.7655𝑘𝑁 
 𝑉𝑏− = (90.3 + 96.7655) 2⁄ = 93.53𝑘𝑁 
 V𝑏 = (𝑉𝑏− − 𝑉𝑏+) 2⁄ = 92𝑘𝑁 
  Vb1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 = 46kN  
 
柱せん断力 
柱せん断力  Vc = (
𝐿
2
𝑄𝑏1 −
𝐿
2
𝑄𝑏2) 𝐻⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
梁スパン𝐿 = 3200𝑚𝑚 
層間高さ𝐻 = 2830𝑚𝑚 
正載荷𝑄𝑏1 = −94.65𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 86.0301𝑘𝑁 
 𝑉𝑐+ = (3200 2⁄ × −94.65 − 3200 2⁄ × 86.0301) 2830⁄ = −102.15𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 90.3𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.7655𝑘𝑁 
 𝑉𝑐− = (3200 2⁄ × 90.3 − 3200 2⁄ × −96.7655) 2830⁄ = 105.76𝑘𝑁 
 V𝑐 = (𝑉𝑐− − 𝑉𝑐+) 2⁄ = 104𝑘𝑁 
  Vc1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 = 52kN  
 
接合部横補強筋 
 𝑇ℎ = 𝑇ℎ𝑦 = 142.66(2 − 𝑆10) × 3 組 × 941.4(𝐾𝑆𝑆785) = 402.9𝑘𝑁 
 𝑇ℎ1 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 𝑇ℎ2 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 
柱中段筋 
 𝑇𝑚 = 𝑇𝑚𝑦 = 774(2 − 𝐷22) × 449.1(𝑆𝐷390) = 347.6𝑘𝑁 
 𝑇𝑚1 = 𝑇𝑚 2⁄ = 347.6 2⁄ = 173.8𝑘𝑁 
 𝑇𝑚2 = 𝑇𝑚 2⁄ = 347.6 2⁄ = 173.8𝑘𝑁 
 
柱引張側主筋  
   𝑇𝑐1 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 1161(3 − 𝐷22) × 449.1(𝑆𝐷390) = 521.4𝑘𝑁 
   𝑇𝑐3 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 1161(3 − 𝐷22) × 449.1(𝑆𝐷390) = 521.4𝑘𝑁 
 
柱圧縮側主筋 
引張主筋は降伏を仮定するのに対し、圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ
うな応力が生じると仮定する。抵抗モーメントが最大値に達した時、圧縮側主筋の応力は以下のようになる。 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝜎𝐵 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
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 𝑔𝑐 = 0.74             𝑏𝑏 = 250𝑚𝑚          𝐷𝑐 = 350𝑚𝑚          k3 = 0.85   𝜎𝐵 = 42.8N/mm
2 
 𝑁𝑐 = 800𝑘𝑁          𝑇𝑚 = 347.6𝑘𝑁          𝑉𝑏 = 92𝑘𝑁 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 42.8 − 0.5 × (800000 + 347600 + 92000) = −210.5𝑘𝑁 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 42.8 − 0.5 × (800000 + 347600 + 92000) = −210.5𝑘𝑁 
 
 以上のことが前章に提案した柱梁接合部曲げ終局モーメントの算定式（式 2-2-29）を代入し、計算結果を
表 3-2-1 に示す。表中の C1xなどは前章に示した式 2-2-1 などに従って算出したコンクリート応力であり、j1x
などは前章に示した式 2-2-11 などに従って算出した応力中心間距離である。 
 
  
C1x[kN] 543 j1x[mm] 55 
C1y[kN] 1049 j1y[mm] 82 
C2x[kN] 647 j2x[mm] 90 
C2y[kN] 830 j2y[mm] 7 
C3x[kN] 543 j3x[mm] 55 
C3y[kN] 1049 j3y[mm] 82 
C4x[kN] 647 j4x[mm] 90 
C4y[kN] 830 j4y[mm] 7 
 
Mj0[kNm] 203 ⊿Mj2[kNm] 41 
⊿Mj1[kNm] 110  
 
Mju[kNm] 354 
 
   
表 3-2-1 試験体 PCJ07 の柱梁接合部曲げ終局モーメントの計算結果 
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 方法 2  
 PC 鋼材に初期導入した張力 Tinを梁軸力 Nb とみなし，PC 鋼材の応力 Tbは PC 鋼材弾性限界応力 Tel から初
期導入張力 Tin を引いたものとした。仮想断面に分配された梁・柱の軸力 Nb1、Nb2、Nb3 および Nb4、Nc1、Nc2、
Nc3および Nc4は梁・柱軸力 Nb、Nc の 1/2 ずつ、梁・柱の分配せん断力 Vb1、Vb2、Vb3および Vb4、Vc1、Vc2、Vc3
および Vc4も梁・柱せん断力 Vb、Vc の 1/2 ずつとした。 
 
 𝑁𝑏 = 𝑇𝑖𝑛 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛上 
 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛下 
 𝑁𝑏1 = 𝑁𝑏2 = 𝑁𝑏3 = 𝑁𝑏4 = 1 2⁄ 𝑁𝑏 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 
 𝑉𝑏1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 
 𝑉𝑐1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 
 
試験体 PCJ07 に関する具体的な計算は以下のようになる。 
 
梁 PC 鋼材 
試験体 PCJ07 は層間変形角 R＝-1.5%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。層間変形角 R＝-2.0%rad.では
最大耐力-109.3kN に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 4996×10-6を記録した。正載荷については、層間変形角
R＝+1.67%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。その後、層間変形角 R＝-2.81%rad.では最大耐力+110.4kN
に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 5388×10-6を記録した。最大耐力時の PC 鋼材ひずみが弾性限界ひずみ 4746
×10-6を超えたが、PC 鋼材の降伏ひずみ 7046×10-6が達していないため、前述したように、梁 PC 鋼材の引張
力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。 
 
断面積𝐴𝑡 = 415.5𝑚𝑚
2 
弾性限界ひずみε = 4746 × 10−6 
PC 鋼材ヤング係数E = 2.0 × 105 
PC 鋼材弾性限界応力度𝜎𝑒𝑙 = 4746 × 10
−6 × 2.0 × 105 = 949.2 𝑁 𝑚𝑚2⁄  
PC 鋼材弾性限界時張力𝑇𝑒𝑙 = 949.2 × 415.5 = 394𝑘𝑁 
PC 鋼材初期導入張力𝑇in = 𝑇in 上 + 𝑇in 下 = 330.6 + 326.7 = 660.6𝑘𝑁 
 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛上 = 394 − 330.6 = 60.49𝑘𝑁 
 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛下 = 394 − 326.7 = 67.69𝑘𝑁 
 
梁軸力 
 𝑁𝑏 = 𝑇𝑖𝑛 = 𝑇in 上 + 𝑇in 下 = 330.6 + 326.7 = 660.6𝑘𝑁 
 𝑁𝑏1 = 𝑁𝑏2 = 𝑁𝑏3 = 𝑁𝑏4 = 1 2⁄ 𝑁𝑏 = 1 2⁄ × 660.6 = 330.3𝑘𝑁 
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柱軸力 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 = 1 2⁄ × 800 = 400𝑘𝑁 
 
梁せん断力 
 梁 PC 鋼材が弾性限界に達した時、梁せん断力の測定値を採用した。 
  𝑉𝑏 = (𝑄𝑏1 − 𝑄𝑏2) 2⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
正載荷𝑄𝑏1 = −94.65𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 86.0301𝑘𝑁 
 𝑉𝑏+ = (−94.65 − 86.0301) 2⁄ = −90.34𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 90.3𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.7655𝑘𝑁 
 𝑉𝑏− = (90.3 + 96.7655) 2⁄ = 93.53𝑘𝑁 
 V𝑏 = (𝑉𝑏− − 𝑉𝑏+) 2⁄ = 92𝑘𝑁 
  Vb1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 = 46kN  
 
柱せん断力 
柱せん断力  Vc = (
𝐿
2
𝑄𝑏1 −
𝐿
2
𝑄𝑏2) 𝐻⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
梁スパン𝐿 = 3200𝑚𝑚 
層間高さ𝐻 = 2830𝑚𝑚 
正載荷𝑄𝑏1 = −94.65𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 86.0301𝑘𝑁 
 𝑉𝑐+ = (3200 2⁄ × −94.65 − 3200 2⁄ × 86.0301) 2830⁄ = −102.15𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 90.3𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.7655𝑘𝑁 
 𝑉𝑐− = (3200 2⁄ × 90.3 − 3200 2⁄ × −96.7655) 2830⁄ = 105.76𝑘𝑁 
 V𝑐 = (𝑉𝑐− − 𝑉𝑐+) 2⁄ = 104𝑘𝑁 
  Vc1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 = 52kN  
 
接合部横補強筋 
 𝑇ℎ = 𝑇ℎ𝑦 = 142.66(2 − 𝑆10) × 3 組 × 941.4(𝐾𝑆𝑆785) = 402.9𝑘𝑁 
 𝑇ℎ1 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 𝑇ℎ2 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 
柱中段筋 
 𝑇𝑚 = 𝑇𝑚𝑦 = 774(2 − 𝐷22) × 449.1(𝑆𝐷390) = 347.6𝑘𝑁 
 𝑇𝑚1 = 𝑇𝑚 2⁄ = 347.6 2⁄ = 173.8𝑘𝑁 
 𝑇𝑚2 = 𝑇𝑚 2⁄ = 347.6 2⁄ = 173.8𝑘𝑁 
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柱引張側主筋  
   𝑇𝑐1 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 1161(3 − 𝐷22) × 449.1(𝑆𝐷390) = 521.4𝑘𝑁 
   𝑇𝑐3 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 1161(3 − 𝐷22) × 449.1(𝑆𝐷390) = 521.4𝑘𝑁 
 
柱圧縮側主筋 
引張主筋は降伏を仮定するのに対し、圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ
うな応力が生じると仮定する。抵抗モーメントが最大値に達した時、圧縮側主筋の応力は以下のようになる。 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝜎𝐵 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑔𝑐 = 0.74             𝑏𝑏 = 250𝑚𝑚          𝐷𝑐 = 350𝑚𝑚          k3 = 0.85   𝜎𝐵 = 42.8N/mm
2 
 𝑁𝑐 = 800𝑘𝑁          𝑇𝑚 = 347.6𝑘𝑁          𝑉𝑏 = 92𝑘𝑁 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 42.8 − 0.5 × (800000 + 347600 + 92000) = −210.5𝑘𝑁 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 42.8 − 0.5 × (800000 + 347600 + 92000) = −210.5𝑘𝑁 
 
 以上のことが前章に提案した柱梁接合部曲げ終局モーメントの算定式（式 2-2-29）を代入し、計算結果を
表 3-2-2 に示す。表中の C1xなどは前章に示した式 2-2-1 などに従って算出したコンクリート応力であり、j1x
などは前章に示した式 2-2-11 などに従って算出した応力中心間距離である。 
 
  
C1x[kN] 540 j1x[mm] 55 
C1y[kN] 1049 j1y[mm] 82 
C2x[kN] 644 j2x[mm] 90 
C2y[kN] 830 j2y[mm] 7 
C3x[kN] 547 j3x[mm] 55 
C3y[kN] 1049 j3y[mm] 82 
C4x[kN] 651 j4x[mm] 90 
C4y[kN] 830 j4y[mm] 7 
 
Mj0[kNm] 107 ⊿Mj2[kNm] 41 
⊿Mj1[kNm] 206  
 
Mju[kNm] 354 
 
  
表 3-2-2 試験体 PCJ07 の柱梁接合部曲げ終局モーメントの計算結果 
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梁曲げ終局モーメント Mbuの算出 
 
 平面十字形試験体 PCJ07 は梁、柱、柱梁接合部に曲げおよび斜めひび割れが発生してから、PC 鋼材が弾性
限界に達し、層間変形角 R＝4.0%rad.まで PC 鋼材の降伏は見られなかった。日本建築学会編「プレストレス
トコンクリート造建築物の性能評価型設計施工指針（案）・同解説（2015 年）」の耐力式による Mbu を算出す
ることができない。嶋田さんが取り組んだ断面解析プログラムによる Mbuを算出した。断面解析におけるひず
み適合係数（F 値）は 0.1 とし、PC 鋼材およびコンクリートの応力度－ひずみ関係は材料試験結果を用いた。
解析プログラムへの入力データを図 3-2-2 に示し、計算結果を表 3-2-3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
試験体名 
危険断面でのモーメント 節点モーメント 梁のせん断力 層せん断力 
Mbu[kNm] Mbu′[kNm] Qbu[kN] Vbu[kN] 
PCJ07 137 154 96 108.7 
 
 
 
  
図 3-2-2 入力データ（PCJ07） 
表 3-2-3 試験体 PCJ07 の梁曲げ終局耐力の計算結果 
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計算値と実験値の比較 
 
 試験体 PCJ07 の柱梁接合部終局時と梁曲げ終局時の層せん断力の計算値と実験結果の比較が表 3-2-4 に示
す。試験体の最大層せん断力の実験値は梁曲げ終局耐力の 1.01、1.02 倍となり、柱梁接合部曲げ終局耐力の
0.87、0.88 倍となり、梁の曲げ性能が試験体の挙動を支配したと考える。 
 柱梁接合部の計算による曲げ終局耐力 Vjuは試験体 PCJ07 では実験値より大きく、梁曲げ破壊した結果と
定性的には符合する。 
 
 
  
計算値
正側 負側 Vju 正側 負側
PCJ07 110.4 109.3 125.1 0.88 0.87
試験体名
実験値 実験値/計算値
計算値
正側 負側 Vbu 正側 負側
PCJ07 110.4 109.3 108.7 1.02 1.01
試験体名
実験値 実験値/計算値
表 3-2-4 試験体 PCJ07 の計算値と実験値の比較 
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 第 2項 平面十字形試験体 PCJ08（柱梁曲げ耐力比 1.36） 
 
 試験体 PCJ08 の荷重変形関係、ひび割れ状況を図 3-2-3 に示す。 
 層間変形角R=+0.37%rad.では柱梁接合部に斜めひび割れが生じた。層間変形角R=±0.5%rad.から R=±1.0%rad.
までは RC 造柱および PC 造梁に新たな曲げひび割れが、柱梁接合部には新たなせん断ひび割れの発生や進展
が主な変化であった。層間変形角 R=+1.47%rad.では PC 鋼材が弾性限界に至った。その以降、層間変形角
R=+1.73%rad.では西梁の圧着接合面近傍でコンクリートが僅かに圧壊し、R=+2.3%rad.まで層せん断力が徐々
に増え、その層間変形角付近で最大層せん断力+108.4kN を記録した。負載荷時については、層間変形角 R=-
0.28%rad.では、接合部パネルには斜めひび割れが発生し、R=-1.5%rad.では PC 鋼材がその弾性限界を超えた。
また、層間変形角 R=-1.89%rad.付近では両梁の圧着接合面近傍でコンクリートの圧壊が発生し、その直後 R=-
2.0%rad.では最大層せん断力-106.7kN となり、正負載荷時において、梁の圧着接合面近傍のかぶりコンクリー
トの圧壊が最大耐力以降の耐力低下の主要因となった。 
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(a) 層せん断力－層間変形角関係 
(b) ひび割れ状況(実験終了後) 
図 3-2-3 荷重変形関係とひび割れ状況(試験体 PCJ08) 
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柱梁接合部曲げ終局モーメント Mjuの算出 
 方法 1  
 梁軸力 Nbは 0 とし、梁 PC 鋼材の引張力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。仮想断面に分配された柱
の軸力 Nc1、Nc2、Nc3 および Nc4 は柱軸力 Nc の 1/2 ずつ、梁・柱の分配せん断力 Vb1、Vb2、Vb3 および Vb4、Vc1、
Vc2、Vc3および Vc4も梁・柱せん断力 Vb、Vc の 1/2 ずつとした。 
 
 𝑁𝑏 = 0 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 
 𝑉𝑏1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 
 𝑉𝑐1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 
 
試験体 PCJ08 に関する具体的な計算は以下のようになる。 
 
梁 PC 鋼材 
試験体 PCJ08 は層間変形角 R＝1.47%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。層間変形角 R＝2.30%rad.では
最大耐力 108.4kN に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 5183×10-6を記録した。負載荷については、層間変形角
R＝-1.50%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。その後、層間変形角 R＝-2.0%rad.では最大耐力-106.7kN に
達し、その時 PC 鋼材のひずみは 4980×10-6を記録した。最大耐力時の PC 鋼材ひずみが弾性限界ひずみ 4746
×10-6を超えたが、PC 鋼材の降伏ひずみ 7046×10-6が達していないため、前述したように、梁 PC 鋼材の引張
力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。 
 
断面積𝐴𝑡 = 415.5𝑚𝑚
2 
弾性限界ひずみε = 4746 × 10−6 
PC 鋼材ヤング係数E = 2.0 × 105 
PC 鋼材弾性限界応力度𝜎𝑒𝑙 = 4746 × 10
−6 × 2.0 × 105 = 949.2 𝑁 𝑚𝑚2⁄  
PC 鋼材弾性限界時張力𝑇𝑒𝑙 = 949.2 × 415.5 = 394𝑘𝑁 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 = 394𝑘𝑁 
 
柱軸力 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 = 1 2⁄ × 800 = 400𝑘𝑁 
 
梁せん断力 
 梁 PC 鋼材が弾性限界に達した時、梁せん断力の測定値を採用した。 
  𝑉𝑏 = (𝑄𝑏1 − 𝑄𝑏2) 2⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.8𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 87.35𝑘𝑁 
第 3章 既往の実験結果を用いた算定法の妥当性の検討 
 
3－22 
 𝑉𝑏+ = (−97.8 − 87.35) 2⁄ = −92.58𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 88.35𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −95.88𝑘𝑁 
 𝑉𝑏− = (88.35 + 95.88) 2⁄ = 92.115𝑘𝑁 
 V𝑏 = (𝑉𝑏− − 𝑉𝑏+) 2⁄ = 92.35𝑘𝑁 
  Vb1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 = 46.18kN  
 
柱せん断力 
柱せん断力  Vc = (
𝐿
2
𝑄𝑏1 −
𝐿
2
𝑄𝑏2) 𝐻⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
梁スパン𝐿 = 3200𝑚𝑚 
層間高さ𝐻 = 2830𝑚𝑚 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.8𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 87.35𝑘𝑁 
 𝑉𝑐+ = (3200 2⁄ × −97.8 − 3200 2⁄ × 87.35) 2830⁄ = −104.68𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 88.35𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −95.88𝑘𝑁 
 𝑉𝑐− = (3200 2⁄ × 88.35 − 3200 2⁄ × −95.88) 2830⁄ = 104.16𝑘𝑁 
 V𝑐 = (𝑉𝑐− − 𝑉𝑐+) 2⁄ = 104.42𝑘𝑁 
  Vc1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 = 52.21kN  
 
接合部横補強筋 
 𝑇ℎ = 𝑇ℎ𝑦 = 142.66(2 − 𝑆10) × 3 組 × 941.4(𝐾𝑆𝑆785) = 402.9𝑘𝑁 
 𝑇ℎ1 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 𝑇ℎ2 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 
柱中段筋 
 𝑇𝑚 = 𝑇𝑚𝑦 = 254(2 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 93.548𝑘𝑁 
 𝑇𝑚1 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
 𝑇𝑚2 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
 
柱引張側主筋  
   𝑇𝑐1 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
   𝑇𝑐3 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
 
柱圧縮側主筋 
引張主筋は降伏を仮定するのに対し、圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ
うな応力が生じると仮定する。抵抗モーメントが最大値に達した時、圧縮側主筋の応力は以下のようになる。 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝜎𝐵 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
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 𝑔𝑐 = 0.74             𝑏𝑏 = 250𝑚𝑚          𝐷𝑐 = 350𝑚𝑚          k3 = 0.85   𝜎𝐵 = 43.3N/mm
2 
 𝑁𝑐 = 800𝑘𝑁          𝑇𝑚 = 93.55𝑘𝑁          𝑉𝑏 = 92.35𝑘𝑁 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 92350) = 78.89𝑘𝑁 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 92350) = 78.89𝑘𝑁 
 
 以上のことが前章に提案した柱梁接合部曲げ終局モーメントの算定式（式 2-2-29）を代入し、計算結果を
表 3-2-5 に示す。表中の C1x などは前章に示した式 2-2-1 などに従って算出したコンクリート応力であり、j1x
などは前章に示した式 2-2-11 などに従って算出した応力中心間距離である。 
 
  
C1x[kN] 543 j1x[mm] 55 
C1y[kN] 588 j1y[mm] 103 
C2x[kN] 648 j2x[mm] 91 
C2y[kN] 572 j2y[mm] 19 
C3x[kN] 543 j3x[mm] 55 
C3y[kN] 588 j3y[mm] 103 
C4x[kN] 648 j4x[mm] 91 
C4y[kN] 572 j4y[mm] 19 
 
Mj0[kNm] 157 ⊿Mj2[kNm] 42 
⊿Mj1[kNm] 114  
 
Mju[kNm] 313 
 
   
表 3-2-5 試験体 PCJ08 の柱梁接合部曲げ終局モーメントの計算結果 
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 方法 2  
 PC 鋼材に初期導入した張力 Tinを梁軸力 Nb とみなし，PC 鋼材の応力 Tbは PC 鋼材弾性限界応力 Tel から初
期導入張力 Tin を引いたものとした。仮想断面に分配された梁・柱の軸力 Nb1、Nb2、Nb3 および Nb4、Nc1、Nc2、
Nc3および Nc4は梁・柱軸力 Nb、Nc の 1/2 ずつ、梁・柱の分配せん断力 Vb1、Vb2、Vb3および Vb4、Vc1、Vc2、Vc3
および Vc4も梁・柱せん断力 Vb、Vc の 1/2 ずつとした。 
 
 𝑁𝑏 = 𝑇𝑖𝑛 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛上 
 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛下 
 𝑁𝑏1 = 𝑁𝑏2 = 𝑁𝑏3 = 𝑁𝑏4 = 1 2⁄ 𝑁𝑏 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 
 𝑉𝑏1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 
 𝑉𝑐1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 
 
試験体 PCJ07 に関する具体的な計算は以下のようになる。 
 
梁 PC 鋼材 
試験体 PCJ08 は層間変形角 R＝1.47%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。層間変形角 R＝2.30%rad.では
最大耐力 108.4kN に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 5183×10-6を記録した。負載荷については、層間変形角
R＝-1.50%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。その後、層間変形角 R＝-2.0%rad.では最大耐力-106.7kN に
達し、その時 PC 鋼材のひずみは 4980×10-6を記録した。最大耐力時の PC 鋼材ひずみが弾性限界ひずみ 4746
×10-6を超えたが、PC 鋼材の降伏ひずみ 7046×10-6が達していないため、前述したように、梁 PC 鋼材の引張
力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。 
 
断面積𝐴𝑡 = 415.5𝑚𝑚
2 
弾性限界ひずみε = 4746 × 10−6 
PC 鋼材ヤング係数E = 2.0 × 105 
PC 鋼材弾性限界応力度𝜎𝑒𝑙 = 4746 × 10
−6 × 2.0 × 105 = 949.2 𝑁 𝑚𝑚2⁄  
PC 鋼材弾性限界時張力𝑇𝑒𝑙 = 949.2 × 415.5 = 394𝑘𝑁 
PC 鋼材初期導入張力𝑇in = 𝑇in 上 + 𝑇in 下 = 332 + 330.6 = 662.6𝑘𝑁 
 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛上 = 394 − 332 = 62.39𝑘𝑁 
 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛下 = 394 − 330.6 = 63.79𝑘𝑁 
 
梁軸力 
 𝑁𝑏 = 𝑇𝑖𝑛 = 𝑇in 上 + 𝑇in 下 = 332 + 330.6 = 662.6𝑘𝑁 
 𝑁𝑏1 = 𝑁𝑏2 = 𝑁𝑏3 = 𝑁𝑏4 = 1 2⁄ 𝑁𝑏 = 1 2⁄ × 662.6 = 331.3𝑘𝑁 
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柱軸力 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 = 1 2⁄ × 800 = 400𝑘𝑁 
 
梁せん断力 
 梁 PC 鋼材が弾性限界に達した時、梁せん断力の測定値を採用した。 
  𝑉𝑏 = (𝑄𝑏1 − 𝑄𝑏2) 2⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.8𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 87.35𝑘𝑁 
 𝑉𝑏+ = (−97.8 − 87.35) 2⁄ = −92.58𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 88.35𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −95.88𝑘𝑁 
 𝑉𝑏− = (88.35 + 95.88) 2⁄ = 92.115𝑘𝑁 
 V𝑏 = (𝑉𝑏− − 𝑉𝑏+) 2⁄ = 92.35𝑘𝑁 
  Vb1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 = 46.18kN  
 
柱せん断力 
柱せん断力  Vc = (
𝐿
2
𝑄𝑏1 −
𝐿
2
𝑄𝑏2) 𝐻⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
梁スパン𝐿 = 3200𝑚𝑚 
層間高さ𝐻 = 2830𝑚𝑚 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.8𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 87.35𝑘𝑁 
 𝑉𝑐+ = (3200 2⁄ × −97.8 − 3200 2⁄ × 87.35) 2830⁄ = −104.68𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 88.35𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −95.88𝑘𝑁 
 𝑉𝑐− = (3200 2⁄ × 88.35 − 3200 2⁄ × −95.88) 2830⁄ = 104.16𝑘𝑁 
 V𝑐 = (𝑉𝑐− − 𝑉𝑐+) 2⁄ = 104.42𝑘𝑁 
  Vc1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 = 52.21kN  
 
接合部横補強筋 
 𝑇ℎ = 𝑇ℎ𝑦 = 142.66(2 − 𝑆10) × 3 組 × 941.4(𝐾𝑆𝑆785) = 402.9𝑘𝑁 
 𝑇ℎ1 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 𝑇ℎ2 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 
柱中段筋 
 𝑇𝑚 = 𝑇𝑚𝑦 = 254(2 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 93.548𝑘𝑁 
 𝑇𝑚1 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
 𝑇𝑚2 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
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柱引張側主筋  
   𝑇𝑐1 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
   𝑇𝑐3 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
 
柱圧縮側主筋 
引張主筋は降伏を仮定するのに対し、圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ
うな応力が生じると仮定する。抵抗モーメントが最大値に達した時、圧縮側主筋の応力は以下のようになる。 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝜎𝐵 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑔𝑐 = 0.74             𝑏𝑏 = 250𝑚𝑚          𝐷𝑐 = 350𝑚𝑚          k3 = 0.85   𝜎𝐵 = 43.3N/mm
2 
 𝑁𝑐 = 800𝑘𝑁          𝑇𝑚 = 93.55𝑘𝑁          𝑉𝑏 = 92.35𝑘𝑁 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 92350) = 78.89𝑘𝑁 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 92350) = 78.89𝑘𝑁 
 
 以上のことが前章に提案した柱梁接合部曲げ終局モーメントの算定式（式 2-2-29）を代入し、計算結果を
表 3-2-6 に示す。表中の C1xなどは前章に示した式 2-2-1 などに従って算出したコンクリート応力であり、j1x
などは前章に示した式 2-2-11 などに従って算出した応力中心間距離である。 
 
  
C1x[kN] 543 j1x[mm] 55 
C1y[kN] 588 j1y[mm] 103 
C2x[kN] 647 j2x[mm] 91 
C2y[kN] 572 j2y[mm] 19 
C3x[kN] 544 j3x[mm] 55 
C3y[kN] 588 j3y[mm] 103 
C4x[kN] 649 j4x[mm] 91 
C4y[kN] 572 j4y[mm] 19 
 
Mj0[kNm] 60 ⊿Mj2[kNm] 42 
⊿Mj1[kNm] 210  
 
Mju[kNm] 313 
 
  
表 3-2-6 試験体 PCJ08 の柱梁接合部曲げ終局モーメントの計算結果 
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梁曲げ終局モーメント Mbuの算出 
 
 平面十字形試験体 PCJ08 は梁、柱、柱梁接合部に曲げおよび斜めひび割れが発生してから、PC 鋼材が弾性
限界に達し、層間変形角 R＝4.0%rad.まで PC 鋼材の降伏は見られなかった。日本建築学会編「プレストレス
トコンクリート造建築物の性能評価型設計施工指針（案）・同解説（2015 年）」の耐力式による Mbu を算出す
ることができない。嶋田さんが取り組んだ断面解析プログラムによる Mbuを算出した。断面解析におけるひず
み適合係数（F 値）は 0.1 とし、PC 鋼材およびコンクリートの応力度－ひずみ関係は材料試験結果を用いた。
解析プログラムへの入力データを図 3-2-4 に示し、計算結果を表 3-2-7 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
試験体名 
危険断面でのモーメント 節点モーメント 梁のせん断力 層せん断力 
Mbu[kNm] Mbu′[kNm] Qbu[kN] Vbu[kN] 
PCJ08 136 153 96 108.2 
 
 
 
  
図 3-2-4 入力データ（PCJ08） 
表 3-2-7 試験体 PCJ08 の梁曲げ終局耐力の計算結果 
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計算値と実験値の比較 
 
 試験体 PCJ08 の柱梁接合部終局時と梁曲げ終局時の層せん断力の計算値と実験結果の比較が表 3-2-8 に示
す。試験体の最大層せん断力の実験値は梁曲げ終局耐力の 1.00、0.99 倍となり、柱梁接合部曲げ終局耐力の
0.98、0.97 倍となり、梁の曲げ性能が試験体の挙動を支配したと考える。 
 柱梁接合部の計算による曲げ終局耐力 Vjuは試験体 PCJ08 では実験値より大きく、梁曲げ破壊した結果と
定性的には符合する。ただし、柱梁曲げ耐力比が 1.3 と小さい試験体 PCJ08 では、計算による接合部終局耐
力 Vjuと梁曲げ終局耐力 Vbuおよび実験値とがほぼ等しく，柱梁接合部の損傷が軽微だった実験と整合しな
い。この点については今後の検証を要する。 
 
 
 
  
計算値
正側 負側 Vju 正側 負側
PCJ08 108.4 106.7 110.5 0.98 0.97
試験体名
実験値 実験値/計算値
計算値
正側 負側 Vbu 正側 負側
PCJ08 108.4 106.7 108.2 1.00 0.99
試験体名
実験値 実験値/計算値
表 3-2-8 試験体 PCJ08 の計算値と実験値の比較 
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第 3項 スラブ付き十字形試験体 PCJ09（柱梁曲げ耐力比 1.17） 
 
 試験体 PCJ09 の荷重変形関係、ひび割れ状況を図 3-2-5 に示す。 
 層間変形角 R=+0.25%rad.ではスラブ上下面に曲げひび割れが生じ、両引張側 PC 造梁と RC 造柱の圧着接合
面で目開きひび割れが観測された。層間変形角 R=+0.48%rad.では柱梁接合部に斜めひび割れが発生した。層間
変形角 R=±0.5%rad.から R=±1.0%rad.までは RC 造柱、PC 造梁およびスラブに新たな曲げひび割れが、柱梁接
合部には新たなせん断ひび割れの発生や進展が主な変化であった。層間変形角 R=+1.65%rad.では PC 鋼材が弾
性限界に至った。層間変形角 R=+2.71%rad.付近で最大層せん断力+125.0kN を記録した。層間変形角 R=+3.0%rad.
では東側 PC 造梁下部の圧縮側と両スラブ上面の危険断面近傍のかぶりコンクリートの圧壊と共に、柱梁接合
部および RC 造柱圧縮側の危険断面近傍でかぶりコンクリートの圧壊と剥落が顕著であった。負載荷時につい
ては、層間変形角 R=-0.45%rad.では、接合部パネルには斜めひび割れが発生し、R=-1.64%rad.では PC 鋼材が
その弾性限界を超えた。また、層間変形角 R=-3.0%rad.では接合部パネルと RC 造柱の危険断面近傍のコンク
リートの圧壊や剥落とほぼ同時に最大層せん断力-124.1kN を記録し、正負載荷時において、接合部パネルと接
合部周りのかぶりコンクリートの圧壊が最大耐力後の耐力低下の主要因であった。 
本試験体における層せん断力‐層間変形角関係が原点指向形から紡錘形の履歴性状を示す結果となり、これ
は接合部パネルの破壊によるものと考えられる。  
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(a) 層せん断力－層間変形角関係 
(b) ひび割れ状況(実験終了後) 
図 3-2-5 荷重変形関係とひび割れ状況(試験体 PCJ09) 
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柱梁接合部曲げ終局モーメント Mjuの算出 
 方法 1  
 梁軸力 Nbは 0 とし、梁 PC 鋼材の引張力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。仮想断面に分配された柱
の軸力 Nc1、Nc2、Nc3 および Nc4 は柱軸力 Nc の 1/2 ずつ、梁・柱の分配せん断力 Vb1、Vb2、Vb3 および Vb4、Vc1、
Vc2、Vc3および Vc4も梁・柱せん断力 Vb、Vc の 1/2 ずつとした。 
 
 𝑁𝑏 = 0 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 
 𝑉𝑏1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 
 𝑉𝑐1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 
 
試験体 PCJ09 に関する具体的な計算は以下のようになる。 
 
梁 PC 鋼材 
試験体 PCJ09 は層間変形角 R＝-1.64%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。層間変形角 R＝-2.99%rad.で
は最大耐力-124.1kN に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 4996×10-6を記録した。正載荷については、層間変形
角 R＝+1.65%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。その後、層間変形角 R＝2.71%rad.では最大耐力+125kN
に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 5732×10-6を記録した。最大耐力時の PC 鋼材ひずみが弾性限界ひずみ 4746
×10-6を超えたが、PC 鋼材の降伏ひずみ 7046×10-6が達していないため、前述したように、梁 PC 鋼材の引張
力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。 
 
断面積𝐴𝑡 = 415.5𝑚𝑚
2 
弾性限界ひずみε = 4746 × 10−6 
PC 鋼材ヤング係数E = 2.0 × 105 
PC 鋼材弾性限界応力度𝜎𝑒𝑙 = 4746 × 10
−6 × 2.0 × 105 = 949.2 𝑁 𝑚𝑚2⁄  
PC 鋼材弾性限界時張力𝑇𝑒𝑙 = 949.2 × 415.5 = 394𝑘𝑁 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 = 394𝑘𝑁 
 
柱軸力 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 = 1 2⁄ × 800 = 400𝑘𝑁 
 
梁せん断力 
 梁 PC 鋼材が弾性限界に達した時、梁せん断力の測定値を採用した。 
  𝑉𝑏 = (𝑄𝑏1 − 𝑄𝑏2) 2⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.95𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 107.795𝑘𝑁 
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 𝑉𝑏+ = (−97.95 − 107.795) 2⁄ = −102.8725𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 107.25𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.3243𝑘𝑁 
 𝑉𝑏− = (107.25 + 96.3243) 2⁄ = 101.787𝑘𝑁 
 V𝑏 = (𝑉𝑏− − 𝑉𝑏+) 2⁄ = 102.32𝑘𝑁 
  Vb1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 = 51.16kN  
 
柱せん断力 
柱せん断力  Vc = (
𝐿
2
𝑄𝑏1 −
𝐿
2
𝑄𝑏2) 𝐻⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
梁スパン𝐿 = 3200𝑚𝑚 
層間高さ𝐻 = 2830𝑚𝑚 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.95𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 107.795𝑘𝑁 
 𝑉𝑐+ = (3200 2⁄ × −97.95 − 3200 2⁄ × 107.795) 2830⁄ = −116.32𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 107.25𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.3243𝑘𝑁 
 𝑉𝑐− = (3200 2⁄ × 107.25 − 3200 2⁄ × −96.3243) 2830⁄ = 115.10𝑘𝑁 
 V𝑐 = (𝑉𝑐− − 𝑉𝑐+) 2⁄ = 115.71𝑘𝑁 
  Vc1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 = 57.85kN  
 
接合部横補強筋 
 𝑇ℎ = 𝑇ℎ𝑦 = 142.66(2 − 𝑆10) × 3 組 × 941.4(𝐾𝑆𝑆785) = 402.9𝑘𝑁 
 𝑇ℎ1 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 𝑇ℎ2 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 
柱中段筋 
 𝑇𝑚 = 𝑇𝑚𝑦 = 254(2 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 93.548𝑘𝑁 
 𝑇𝑚1 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
 𝑇𝑚2 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
 
柱引張側主筋  
   𝑇𝑐1 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
   𝑇𝑐3 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
 
柱圧縮側主筋 
引張主筋は降伏を仮定するのに対し、圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ
うな応力が生じると仮定する。抵抗モーメントが最大値に達した時、圧縮側主筋の応力は以下のようになる。 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝜎𝐵 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
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 𝑔𝑐 = 0.74             𝑏𝑏 = 250𝑚𝑚          𝐷𝑐 = 350𝑚𝑚          k3 = 0.85   𝜎𝐵 = 43.3N/mm
2 
 𝑁𝑐 = 800𝑘𝑁          𝑇𝑚 = 93.55𝑘𝑁          𝑉𝑏 = 102.32𝑘𝑁 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 102320) = 83.88𝑘𝑁 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 102320) = 83.88𝑘𝑁 
 
スラブ筋 
 𝑇𝑠1 = 𝑇𝑠𝑦 = 28.1(2 − 𝐷4) × 6 組 × 320.8(𝑆𝐷295𝐴) = 63.1𝑘𝑁 
 
 以上のことが前章に提案した柱梁接合部曲げ終局モーメントの算定式（式 2-2-29）を代入し、計算結果を
表 3-2-9 に示す。表中の C1xなどは前章に示した式 2-2-1 などに従って算出したコンクリート応力であり、j1x
などは前章に示した式 2-2-11 などに従って算出した応力中心間距離である。 
 
  
C1x[kN] 601 j1x[mm] 65 
C1y[kN] 583 j1y[mm] 104 
C2x[kN] 653 j2x[mm] 95 
C2y[kN] 582 j2y[mm] 19 
C3x[kN] 538 j3x[mm] 56 
C3y[kN] 583 j3y[mm] 104 
C4x[kN] 653 j4x[mm] 90 
C4y[kN] 582 j4y[mm] 19 
 
Mj0[kNm] 162 ⊿Mj2[kNm] 47 
⊿Mj1[kNm] 114  
 
Mju[kNm] 323 
 
   
表 3-2-9 試験体 PCJ09 の柱梁接合部曲げ終局モーメントの計算結果 
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 方法 2  
 PC 鋼材に初期導入した張力 Tinを梁軸力 Nb とみなし，PC 鋼材の応力 Tbは PC 鋼材弾性限界応力 Tel から初
期導入張力 Tin を引いたものとした。仮想断面に分配された梁・柱の軸力 Nb1、Nb2、Nb3 および Nb4、Nc1、Nc2、
Nc3および Nc4は梁・柱軸力 Nb、Nc の 1/2 ずつ、梁・柱の分配せん断力 Vb1、Vb2、Vb3および Vb4、Vc1、Vc2、Vc3
および Vc4も梁・柱せん断力 Vb、Vc の 1/2 ずつとした。 
 
 𝑁𝑏 = 𝑇𝑖𝑛 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛上 
 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛下 
 𝑁𝑏1 = 𝑁𝑏2 = 𝑁𝑏3 = 𝑁𝑏4 = 1 2⁄ 𝑁𝑏 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 
 𝑉𝑏1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 
 𝑉𝑐1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 
 
試験体 PCJ09 に関する具体的な計算は以下のようになる。 
 
梁 PC 鋼材 
試験体 PCJ09 は層間変形角 R＝-1.64%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。層間変形角 R＝-2.99%rad.で
は最大耐力-124.1kN に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 4996×10-6を記録した。正載荷については、層間変形
角 R＝+1.65%rad.では PC 鋼材が弾性限界に到達した。その後、層間変形角 R＝2.71%rad.では最大耐力+125kN
に達し、その時 PC 鋼材のひずみは 5732×10-6を記録した。最大耐力時の PC 鋼材ひずみが弾性限界ひずみ 4746
×10-6を超えたが、PC 鋼材の降伏ひずみ 7046×10-6が達していないため、前述したように、梁 PC 鋼材の引張
力 Tb1、Tb2はその弾性限界時の張力とした。 
 
断面積𝐴𝑡 = 415.5𝑚𝑚
2 
弾性限界ひずみε = 4746 × 10−6 
PC 鋼材ヤング係数E = 2.0 × 105 
PC 鋼材弾性限界応力度𝜎𝑒𝑙 = 4746 × 10
−6 × 2.0 × 105 = 949.2 𝑁 𝑚𝑚2⁄  
PC 鋼材弾性限界時張力𝑇𝑒𝑙 = 949.2 × 415.5 = 394𝑘𝑁 
PC 鋼材初期導入張力𝑇in = 𝑇in 上 + 𝑇in 下 = 332 + 330.6 = 662.6𝑘𝑁 
 
 𝑇𝑏1 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛上 = 394 − 332 = 62.39𝑘𝑁 
 𝑇𝑏2 = 𝑇𝑒𝑙 − 𝑇𝑖𝑛下 = 394 − 330.6 = 63.79𝑘𝑁 
 
梁軸力 
 𝑁𝑏 = 𝑇𝑖𝑛 = 𝑇in 上 + 𝑇in 下 = 332 + 330.6 = 662.6𝑘𝑁 
 𝑁𝑏1 = 𝑁𝑏2 = 𝑁𝑏3 = 𝑁𝑏4 = 1 2⁄ 𝑁𝑏 = 1 2⁄ × 662.6 = 331.3𝑘𝑁 
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柱軸力 
 𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐3 = 𝑁𝑐4 = 1 2⁄ 𝑁𝑐 = 1 2⁄ × 800 = 400𝑘𝑁 
 
梁せん断力 
 梁 PC 鋼材が弾性限界に達した時、梁せん断力の測定値を採用した。 
  𝑉𝑏 = (𝑄𝑏1 − 𝑄𝑏2) 2⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.95𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 107.795𝑘𝑁 
 𝑉𝑏+ = (−97.95 − 107.795) 2⁄ = −102.8725𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 107.25𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.3243𝑘𝑁 
 𝑉𝑏− = (107.25 + 96.3243) 2⁄ = 101.787𝑘𝑁 
 V𝑏 = (𝑉𝑏− − 𝑉𝑏+) 2⁄ = 102.32𝑘𝑁 
  Vb1 = 𝑉𝑏2 = 𝑉𝑏3 = 𝑉𝑏4 = 1 2⁄ 𝑉𝑏 = 51.16kN  
 
柱せん断力 
柱せん断力  Vc = (
𝐿
2
𝑄𝑏1 −
𝐿
2
𝑄𝑏2) 𝐻⁄  
 𝑄𝑏1:西梁せん断力の測定値 
 𝑄𝑏2:東梁せん断力の測定値 
梁スパン𝐿 = 3200𝑚𝑚 
層間高さ𝐻 = 2830𝑚𝑚 
正載荷𝑄𝑏1 = −97.95𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = 107.795𝑘𝑁 
 𝑉𝑐+ = (3200 2⁄ × −97.95 − 3200 2⁄ × 107.795) 2830⁄ = −116.32𝑘𝑁 
負載荷𝑄𝑏1 = 107.25𝑘𝑁          𝑄𝑏2 = −96.3243𝑘𝑁 
 𝑉𝑐− = (3200 2⁄ × 107.25 − 3200 2⁄ × −96.3243) 2830⁄ = 115.10𝑘𝑁 
 V𝑐 = (𝑉𝑐− − 𝑉𝑐+) 2⁄ = 115.71𝑘𝑁 
  Vc1 = 𝑉𝑐2 = 𝑉𝑐3 = 𝑉𝑐4 = 1 2⁄ 𝑉𝑐 = 57.85kN  
 
接合部横補強筋 
 𝑇ℎ = 𝑇ℎ𝑦 = 142.66(2 − 𝑆10) × 3 組 × 941.4(𝐾𝑆𝑆785) = 402.9𝑘𝑁 
 𝑇ℎ1 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 𝑇ℎ2 = 𝑇ℎ 2⁄ = 402.9 2⁄ = 201.5𝑘𝑁 
 
柱中段筋 
 𝑇𝑚 = 𝑇𝑚𝑦 = 254(2 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 93.548𝑘𝑁 
 𝑇𝑚1 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
 𝑇𝑚2 = 𝑇𝑚 2⁄ = 93.548 2⁄ = 46.77𝑘𝑁 
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柱引張側主筋  
   𝑇𝑐1 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
   𝑇𝑐3 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 508(4 − 𝐷13) × 368.3(𝑆𝐷295𝐴) = 187.10𝑘𝑁 
 
柱圧縮側主筋 
引張主筋は降伏を仮定するのに対し、圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ
うな応力が生じると仮定する。抵抗モーメントが最大値に達した時、圧縮側主筋の応力は以下のようになる。 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝜎𝐵 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
 𝑔𝑐 = 0.74             𝑏𝑏 = 250𝑚𝑚          𝐷𝑐 = 350𝑚𝑚          k3 = 0.85   𝜎𝐵 = 43.3N/mm
2 
 𝑁𝑐 = 800𝑘𝑁          𝑇𝑚 = 93.55𝑘𝑁          𝑉𝑏 = 102.32𝑘𝑁 
 𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 102320) = 83.88𝑘𝑁 
 𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 −
𝑁𝑐+𝑇𝑚
2
−
𝑉𝑏
2
 
     = 0.5 × (1 − 0.74) × 250 × 350 × 0.85 × 43.3 − 0.5 × (800000 + 93548 + 102320) = 83.88𝑘𝑁 
 
スラブ筋 
 𝑇𝑠1 = 𝑇𝑠𝑦 = 28.1(2 − 𝐷4) × 6 組 × 320.8(𝑆𝐷295𝐴) = 63.1𝑘𝑁 
 
 以上のことが前章に提案した柱梁接合部曲げ終局モーメントの算定式（式 2-2-29）を代入し、計算結果を
表 3-2 -10 に示す。表中の C1xなどは前章に示した式 2-2-1 などに従って算出したコンクリート応力であり、
j1xなどは前章に示した式 2-2-11 などに従って算出した応力中心間距離である。 
 
 
  
C1x[kN] 600 j1x[mm] 96 
C1y[kN] 583 j1y[mm] 104 
C2x[kN] 653 j2x[mm] 95 
C2y[kN] 582 j2y[mm] 19 
C3x[kN] 539 j3x[mm] 56 
C3y[kN] 583 j3y[mm] 104 
C4x[kN] 654 j4x[mm] 90 
C4y[kN] 582 j4y[mm] 19 
 
Mj0[kNm] 63 ⊿Mj2[kNm] 47 
⊿Mj1[kNm] 211  
 
Mju[kNm] 321 
 
 
表 3-2-10 試験体 PCJ09 の柱梁接合部曲げ終局モーメントの計算結果 
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梁曲げ終局モーメント Mbuの算出 
 
 スラブ付き十字形試験体 PCJ09 は梁、柱、柱梁接合部に曲げおよび斜めひび割れが発生してから、PC 鋼材
が弾性限界に達し、層間変形角 R＝4.0%rad.まで PC 鋼材の降伏は見られなかった。日本建築学会編「プレス
トレストコンクリート造建築物の性能評価型設計施工指針（案）・同解説（2015 年）」の耐力式による Mbu を
算出することができない。嶋田さんが取り組んだ断面解析プログラムによる Mbuを算出した。断面解析におけ
るひずみ適合係数（F 値）は 0.1 とし、PC 鋼材およびコンクリートの応力度－ひずみ関係は材料試験結果を
用いた。解析プログラムへの入力データを図 3-2-2 に示し、計算結果を表 3-2-11 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
試験体名 
危険断面でのモーメント 節点モーメント 梁のせん断力 層せん断力 
Mbu[kNm] Mbu′[kNm] Qbu[kN] Vbu[kN] 
PCJ09 154 173 108 121.95 
 
 
 
  
図 3-2-6 入力データ（PCJ09） 
表 3-2-11 試験体 PCJ09 の梁曲げ終局耐力の計算結果 
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計算値と実験値の比較 
 
 試験体 PCJ09 の柱梁接合部終局時と梁曲げ終局時の層せん断力の計算値と実験結果の比較が表 3-2-12 に示
す。試験体の最大層せん断力の実験値は梁曲げ終局耐力の 1.03、1.02 倍となり、柱梁接合部曲げ終局耐力の
1.10、1.09 倍となり、梁の曲げ性能が試験体の挙動を支配したと考える。 
 スラブ付き試験体 PCJ09 の実験値は、接合部曲げ終局耐力（計算値）Vjuより 9%大きく、梁曲げ終局耐力
Vbuとほぼ同一であった。ただし試験体 PCJ09の破壊性状を見ると、層間変形角 R=3%のときに負載荷最大耐
力 124.1kN に達して、接合部パネル中央部のコンクリート圧壊が生じた。すなわち試験体 PCJ09 では梁圧着
接合面でのコンクリート圧壊による梁曲げ破壊が先行したが、その後に柱梁接合部の降伏破壊が生じた。こ
の実験事実は計算結果とほぼ適合していると考える。 
 
 
 
  
計算値
正側 負側 Vju 正側 負側
PCJ09 125.0 124.1 114.1 1.10 1.09
試験体名
実験値 実験値/計算値
計算値
正側 負側 Vbu 正側 負側
PCJ09 125.0 124.1 121.9 1.03 1.02
試験体名
実験値 実験値/計算値
表 3-2-12 試験体 PCJ09 の計算値と実験値の比較 
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第 4項 平面ト形試験体 PCJ16（柱梁曲げ耐力比 1.16） 
 
 試験体 PCJ16 の荷重変形関係、ひび割れ状況を図 3-2-7 に示す。 
 層間変形角 R=+0.39%rad.では RC 造下柱西側の危険断面近傍に曲げひび割れと接合部の入隅部からのひび
割れが発生した。層間変形角 R=+1.0%rad.では危険断面および接合部の入隅部の柱主筋が降伏した。その後、
層間変形角 R=+1.5%rad.では接合部内の横補強筋が降伏した。層間変形角 R=+2.0%rad.では接合部内の柱主筋
が降伏し、最大層せん断力+93.5kN を記録した。負載荷については、層間変形角 R=-0.60%rad.では柱梁接合部
に斜めひび割れが発生した。層間変形角 R=-1.0%rad.では危険断面および接合部の入隅部の柱主筋が降伏した。
その後、層間変形角 R=-1.5%rad.では接合部内の柱主筋が降伏した。層間変形角 R=+2.0%rad.では接合部内の横
補強筋が降伏し、最大層せん断力-84.9kN となった。層間変形角 R=±3.0%rad.では柱梁接合部にひび割れ伸展、
拡幅および本数増加が続き、柱梁接合部のコンクリートの剥落が顕著であった。層間変形角 R=±4.0%rad.では
RC 造下柱西側のコンクリートの剥落が非常に顕著であった、柱梁接合部にかぶりコンクリート剥落の進展や
巨視的なひび割れと見られた。実験終了時 RC 造下柱の残存変位が大きかった、柱梁接合部の柱主筋の座屈が
観測された。 
 本試験体における層せん断力－層間変形角関係は原点指向形から紡錘形へと移行した。これは接合部パネ
ルの損傷が激しく進展したためと考えられる。 
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凡例 
□ 梁曲げひび割れ 
◇ 柱曲げひび割れ 
× 接合部パネル斜めひび割れ 
▲ 最大層せん断力 
○ 柱主筋降伏 
△ 接合部横補強筋降伏 
◆ 
接合部パネルのかぶりコン
クリート圧壊 
 梁曲げ終局耐力の計算値 
 柱曲げ終局耐力の計算値 
 
(a) 層せん断力－層間変形角関係 
(b) ひび割れ状況(実験終了時) 
図 3-2-7 荷重変形関係とひび割れ状況(試験体 PCJ16) 
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柱梁接合部曲げ終局モーメント Mjuの算出 
 
梁の PC 鋼材 
上側引張時、層間変形角 R＝2.0％rad.最大耐力を達した時、上側 PC 鋼材のひずみが 3885×10-6であり、下側
PC 鋼材のひずみが 2963×10-6である。 
 
PC 鋼材ヤング係数 2.0 × 105N/mm2 
上側 PC 鋼材応力度 777.04N/mm2 
下側 PC 鋼材応力度 592.57N/mm2 
 
 𝑇𝑏1 = 777.04 × 1018(𝜑36) = 791.03𝑘𝑁 
 𝑇𝑏2 = 592.57 × 1018(𝜑36) = 603.24𝑘𝑁 
 
下側引張時、層間変形角 R＝2.0％rad.最大耐力を達した時、上側 PC 鋼材のひずみが 2771.55×10-6であり、下
側 PC 鋼材のひずみが 3446.12×10-6である。 
 
PC 鋼材ヤング係数 2.0 × 105N/mm2 
上側 PC 鋼材応力度 554.31N/mm2 
下側 PC 鋼材応力度 689.22N/mm2 
 
 𝑇𝑏1 = 554.31 × 1018(𝜑36) = 564.29𝑘𝑁 
 𝑇𝑏2 = 689.22 × 1018(𝜑36) = 701.63𝑘𝑁 
 
梁せん断力 𝑉𝑏 = 𝑄𝑏 
 
最大耐力に達する時梁せん断力の測定値を採用した。 
上側引張時 𝑄𝑏+ = 162.55𝑘𝑁 
下側引張時 𝑄𝑏− = 152.98𝑘𝑁 
 
柱せん断力 𝑉𝑐 = 𝑉𝑏
𝐿
𝐻
 
 
上側引張時 𝑄𝑏+ = 91.90𝑘𝑁 
下側引張時 𝑄𝑏− = 86.49𝑘𝑁 
 
柱引張主筋 
   𝑇𝑐1 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 381(3 − 𝐷13) × 361.3 = 137.66𝑘𝑁 
   𝑇𝑐3 = 𝑇𝑐𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 381(3 − 𝐷13) × 361.3 = 137.66𝑘𝑁 
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柱中段筋 
 𝑇𝑚 = 𝑇𝑚𝑦 = 𝑎𝑡𝜎𝑦 = 254(2 − 𝐷13) × 361.3 = 91.77𝑘𝑁 
 
柱圧縮側主筋 
引張主筋は降伏を仮定するのに対し、圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ
うな応力が生じると仮定する。抵抗モーメントが最大値に達した時、圧縮側主筋の応力は以下のようになる。 
 
   𝑇𝑐2 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 − 𝑇𝑚 − 𝑁𝑐 − (1 − 𝑟)𝑉𝑏 
   𝑇𝑐4 =
1
2
(1 − 𝑔𝑐)𝑏𝑏𝐷𝑐𝑘3𝑓𝑐 − 𝑇𝑚 − 𝑁𝑐 − (1 − 𝑟)𝑉𝑏 
 
柱軸力 
 𝑁𝑐 = 450𝑘𝑁 
 
上側引張時、  𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐    𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐 − 𝑉𝑏 
下側引張時、  𝑁𝑐1 = 𝑁𝑐    𝑁𝑐2 = 𝑁𝑐 + 𝑉𝑏 
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第 4章 設計因子を変数とした柱梁接合部曲げ終局モーメントの多変数解析 
 
 本章で柱梁接合部の曲げ終局モーメント Mjuに影響を与える因子（梁の PC鋼材量、柱主筋量、柱軸力および接合
部横補強筋）を変数として Mjuを計算し、柱・梁部材の曲げ終局耐力の計算値と比較することで、柱梁接合部降伏
破壊の発生有無の可能性を理論的に検討した。検討対象は平面試験体 PCJ07 と PCJ08 とした。柱曲げ終局耐力 Mcu
はソフトウェア Response-2000 を用いて平面保持を仮定した断面解析により算出した。梁曲げ終局モーメント Mbu
は平面保持を仮定した断面解析によって算出した。その際、PC 鋼材とコンクリートとのあいだのひずみ適合係数
（F 値）は 0.1 とし、PC 鋼材およびコンクリートの応力度－ひずみ関係には材料試験結果を用いた。 
 
第 1節 梁の PC鋼材量 
 
 表 4-1-1 は試験体 PCJ07 及び PCJ08 と同じ柱配筋を有し、各々の梁 PC 鋼材量を変数とした仮想試験体に
おける各部材の曲げ終局耐力の計算結果を示す。仮想試験体は PC 鋼材降伏点荷重の 0.8 倍の力を初期張力と
し、上下の PC 鋼材に導入した。各 PC 鋼材の弾性限界時の応力度は，φ23 の実験結果と同一の 949MPa とし
た。 
 梁内の PC鋼材径が約 57%を増大すると、梁曲げ終局耐力が約 92%を増やし、柱梁曲げ耐力比が約 48%を減
少し、PCJ07 を基準として仮想試験体の接合部曲げ終局耐力が約 12%増加し、PCJ08 を基準として仮想試験体
の接合部曲げ終局耐力が 15%増加する。接合部曲げ終局耐力の増分梁曲げ終局耐力の増分より小さいので、接
合部降伏破壊が発生する可能性が高くなると考える。 
 
 
  
第 4章 設計因子を変数とした柱梁接合部曲げ終局モーメントの多変数解析 
4－2 
 
  
表 4-1-1 PC鋼材量を変数とした場合各部材終局耐力の計算結果 
(a) PCJ07を基準 
(b) PCJ08を基準 
φ23 φ26 φ29 φ32 φ36
At  ［mm
2］ 415.5 530.9 660.5 804.2 1018
σel ［N/mm
2］
Tel  ［kN］ 394 504 627 763 966
Tb1 ［kN］ 394 504 627 763 966
Tb2 ［kN］ 394 504 627 763 966
ΣMcu′［kNm］ 642 642 642 642 642
ΣMbu′［kNm］ 307 378 443 518 589
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］ 307 378 443 518 589
柱梁曲げ耐力比 2.09 1.70 1.45 1.24 1.09
Mj0  ［kNm］ 203 225 244 259 268
⊿Mj1  ［kNm］ 110 106 101 96 88
⊿Mj2  ［kNm］ 41 41 41 41 41
Mju  ［kNm］ 354 372 386 396 398
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 1.15 0.98 0.87 0.76 0.68
破壊モード 梁曲げ破壊 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊
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φ23 φ26 φ29 φ32 φ36
At  ［mm
2］ 416 531 661 804 1018
σel ［N/mm
2］
Tel  ［kN］ 394 504 627 763 966
Tb1 ［kN］ 394 504 627 763 966
Tb2 ［kN］ 394 504 627 763 966
ΣMcu′［kNm］ 415 415 415 415 415
ΣMbu′［kNm］ 306 378 443 518 589
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］ 306 378 415 415 415
柱梁曲げ耐力比 1.36 1.10 0.94 0.80 0.70
Mj0  ［kNm］ 157 179 198 214 224
⊿Mj1  ［kNm］ 114 110 105 100 93
⊿Mj2  ［kNm］ 42 42 42 42 42
Mju  ［kNm］ 313 331 346 356 359
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 1.02 0.87 0.83 0.86 0.86
破壊モード 梁曲げ破壊 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊
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第 2節 柱主筋量 
 
表 4-1-2は試験体 PCJ07 及び PCJ08 と同じ梁配筋を有し、柱主筋量（本数）を変数とした仮想試験体に
おける各部材の終局耐力の計算結果を示す。 
PCJ07 を基準として仮想試験体（4-D22）柱主筋が 1.5 倍に増やし、柱梁曲げ耐力比が約 54％を増加し、
接合部曲げ終局耐力が約 9.8％しか増やさない。PCJ08 を基準として仮想試験体（8-D13）柱主筋が 0.75 倍
に増やし、柱梁曲げ耐力比が約 23％を増加し、接合部曲げ終局耐力が約 18％しか増やさない。以上のことよ
り、柱主筋が接合部曲げ終局耐力に与える影響が小さいと考える。 
 
  
第 4章 設計因子を変数とした柱梁接合部曲げ終局モーメントの多変数解析 
4－4 
 
  
4-D22 6-D22 8-D22 10-D22
Tc1 ［kN］ 348 348 521 695
Tc3 ［kN］ 348 348 521 695
ΣMcu′［kNm］ 483 542 642 743
ΣMbu′［kNm］ 306 306 306 306
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］ 306 306 306 306
柱梁曲げ耐力比 1.58 1.77 2.10 2.43
Mj0  ［kNm］ 189 180 203 220
⊿Mj1  ［kNm］ 104 114 110 105
⊿Mj2  ［kNm］ 42 41 41 42
Mju  ［kNm］ 334 335 354 367
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 1.09 1.10 1.16 1.20
破壊モード 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊
柱断面
8-D13 10-D13 14-D13
Tc1 ［kN］ 140 187 281
Tc3 ［kN］ 140 187 281
ΣMcu′［kNm］ 385 415 473
ΣMbu′［kNm］ 306 306 306
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］ 306 306 306
柱梁曲げ耐力比 1.26 1.36 1.55
Mj0  ［kNm］ 148 157 174
⊿Mj1  ［kNm］ 115 114 112
⊿Mj2  ［kNm］ 42 42 42
Mju  ［kNm］ 304 313 328
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 0.99 1.02 1.07
破壊モード 接合部降伏破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊
柱断面
表 4-1-2 柱主筋量を変数とした場合各部材終局耐力の計算結果 
(a) PCJ07を基準 
(b) PCJ08を基準 
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第 3節 柱軸力 
 
表 4-1-3は試験体 PCJ07 及び PCJ08 は柱・梁ともに同じ配筋を有し、柱軸力を変数とした仮想試験体に
おける各部材の終局耐力の計算結果を示す。 
PCJ07 を基準として柱軸力が 800kN から 0 までに減少し、柱梁曲げ耐力比が約 25％を減少し、接合部曲
げ終局耐力が約 6％減少する。PCJ08 を基準として柱軸力が 0 までに減少し、柱梁曲げ耐力比が約 47％を減
少し、接合部曲げ終局耐力が約 21％減少する。以上のことより、柱軸力が接合部曲げ終局耐力に与える影響
が小さいと考えられる。 
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Nc ［kN］ 0 262 524 800
軸力比 0 0.05 0.1 0.15
ΣMcu′［kNm］ 482 542 601 642
ΣMbu′［kNm］ 306 306 306 306
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］ 306 306 306 306
柱梁曲げ耐力比 1.57 1.77 1.96 2.10
Mj0  ［kNm］ 203 209 209 203
⊿Mj1  ［kNm］ 84 97 106 110
⊿Mj2  ［kNm］ 46 44 43 41
Mju  ［kNm］ 332 350 358 354
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 1.08 1.15 1.17 1.16
破壊モード 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊
Nc ［kN］ 0 265 530 800
軸力比 0.00 0.05 0.10 0.15
ΣMcu′［kNm］ 220 281 350 415
ΣMbu′［kNm］ 306 306 306 306
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］ 220 281 306 306
柱梁曲げ耐力比 0.72 0.92 1.14 1.36
Mj0  ［kNm］ 137 147 153 157
⊿Mj1  ［kNm］ 66 85 101 114
⊿Mj2  ［kNm］ 44 43 43 42
Mju  ［kNm］ 247 275 297 313
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 1.12 0.98 0.97 1.02
破壊モード 柱曲げ破壊 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊 梁曲げ破壊
表 4-1-3 柱軸力を変数とした場合各部材終局耐力の計算結果 
(a) PCJ07を基準 
(b) PCJ08を基準 
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第 4節 接合部横補強筋 
 
表 4-1-4は試験体 PCJ07 及び PCJ08 は柱梁曲げ耐力が一定の場合、接合部横補強筋を変数とした仮想試
験体における各部材の終局耐力の計算結果を示す。 
試験体 PCJ07を基準として、接合部横補強筋 7.6倍に増加すると、接合部曲げ終局耐力が 21％しか増加し
ない。試験体 PCJ08を基準として、接合部横補強筋 7.6倍に増加すると、接合部曲げ終局耐力が 24％しか増
加しない。以上のことより、接合部横補強筋が接合部曲げ終局耐力に与える影響が小さいと思う。 
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表 4-1-4 柱軸力を変数とした場合各部材終局耐力の計算結果 
(a) PCJ07を基準 
(b) PCJ08を基準 
Thy ［kN］ 147 263 412 401 717 1124
接合部横補強筋比 ［％］ 0.284 0.508 0.796 0.284 0.508 0.796
σy ［N/mm
2］
ΣAt  ［mm
2］ 426 762 1194 426 762 1194
ΣMcu′［kNm］
ΣMbu′［kNm］
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］
柱梁曲げ耐力比
Mj0  ［kNm］ 166 162 156 157 146 131
⊿Mj1  ［kNm］ 78 95 115 114 149 182
⊿Mj2  ［kNm］ 42 42 42 42 42 42
Mju  ［kNm］ 286 299 313 313 337 356
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 0.94 0.98 1.02 1.02 1.10 1.16
破壊モード 接合部降伏破壊 接合部降伏破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊
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306
306
1.36
345
Thy ［kN］ 147 263 412 401 717 1124
接合部横補強筋比 ［％］ 0.284 0.508 0.796 0.284 0.508 0.796
σy ［N/mm
2］
ΣAt  ［mm
2］ 426 762 1194 426 762 1194
ΣMcu′［kNm］
ΣMbu′［kNm］
min (ΣMcu′，ΣMbu′)  ［kNm］
柱梁曲げ耐力比
Mj0  ［kNm］ 212 208 203 203 192 177
⊿Mj1  ［kNm］ 74 91 111 110 145 177
⊿Mj2  ［kNm］ 41 41 41 41 41 41
Mju  ［kNm］ 328 340 355 354 378 396
Mju/min (ΣMcu′，ΣMbu′) 1.07 1.11 1.16 1.16 1.24 1.29
破壊モード 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊 梁曲げ破壊
2.10
345 941
642
306
306
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第 5章 結論 
 
第 1節 まとめ 
 
本研究ではアンボンド PCaPC 架構における十字形柱梁接合部の曲げ終局モーメントの算定式を、楠原らの
変形モデルを参照して導いた。その結果と既往の実験とを比較して、算定法の妥当性を検討した。柱梁接合部
の曲げ終局耐力に影響を与える因子を変数として解析を行い、それらの因子が接合部降伏破壊発生の可能性に
与える影響を検討した。得られた知見を以下に示す。 
 
1) アンボンド PCaPC 架構の十字形柱梁接合部における力の釣り合いおよびコンクリートや鉄筋の塑性条件
を考慮して、接合部降伏破壊発生時の曲げ終局モーメントを算定する手法を示した。なお、PC 鋼材の応
力はその弾性限界に到達したときとした。 
 
2) 提案した柱梁接合部の曲げ終局モーメントの算定法の妥当性を、平面十字形およびスラブ付き十字形架構
の既往実験の結果と比較して検証した。計算結果は定性的には実験と一致したが、実験では梁曲げ破壊が
先行したこともあって本手法の精度を確認するに至らなかった。個々の実験結果と整合する場合としない
場合があり、新たな実験による確認を含めて今後の検証が必要である。 
 
3) 柱梁曲げ耐力比が一定の場合、接合部横補強筋を変数として柱梁接合部の曲げ終局モーメントを計算した。
この解析の範囲では、柱梁曲げ耐力比が小さい場合（試験体 PCJ08）、接合部横補強筋を減少して、接合
部横補強筋比が 0.284%および 0.508％（SD345）の時、接合部降伏破壊が発生した。接合部横補強筋を
変化すると、接合部耐力比が 1 未満となって接合部降伏破壊が発生することが少ないため、接合部横補強
筋が接合部降伏破壊に及ぼす影響が小さいと言える。 
 
4) 既往実験の試験体を基準に設定し、梁の PC 鋼材量、柱主筋量および柱軸力を変数として柱梁接合部の曲
げ終局モーメントを計算した。この解析の範囲では、梁の PC 鋼材量が接合部降伏破壊に与える影響が最
も大きく、柱梁曲げ耐力比が 1.3 から 1.7 以下のときに接合部降伏破壊が発生した。柱主筋量および柱軸
力が接合部降伏破壊に与える影響は小さい。 
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第 2節 今後の課題 
 
本研究で見受けられた今後の課題として以下に列記する。 
 
(1) 柱梁曲げ耐力比が小さい平面十字形試験体 PCJ08 における柱梁接合部の損傷が柱梁曲げ耐力比が大きい
平面十字形試験体 PCJ07 と比べ集中するはずと考えたけど、実際の破壊性状と一致しない。その原因を
検討する必要がある。 
 
(2) スラブのみ付き試験体 PCJ09 における圧縮側スラブ筋の応力を 0 と仮定することの妥当性、およびスラ
ブ筋が接合部曲げ終局耐力にもたらす影響を検討する必要がある。 
 
(3) 今回平面ト形柱梁接合部の力学モデルを仮定する前提は梁内の PC 鋼材が対称である。PC 鋼材の配置位
置を変化して、柱梁接合部の変形機構、仮定条件を再検討する必要がある。 
 
 
